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は じめ に

最 近 の 米 国 コン ピ ュー タ ・サ ー ビ ス市 場 で は,中 古 コ

ン ピ ュ・・一夕 ・デ ィー ラー,第3者 メ ン テ ナ ン ス,第3者

リー ス な ど,い わ ゆ る新 興 コ ン ピ ュー タ関 連 サ ー ビス 業

の 動 きに注 目すべ き ものが あ る。 中 古 デ ィー ラー は 現在

主 にIBM360を 取 り扱 って い るが,既 に370も 一 部 販

売 して お り,近 い将 来 のF.S(FutureSystem)登 場 時

期 に か けて 市 場拡 大 を 図 って い る。 第3者 メ ン テ ナ ン ス

会 社 は,独 立 系周 辺装 置 メー カーの 台 頭 をi基盤 に 発 展

し,中 古 デ ィー ラー,り 一 ス会 社,ミ ッ クス ト ・シス テ

ム ・ユ ー ザ ー な どか ら重 宝 が られ て お り,新 サ ー ビス の

中 で も最 大 の 伸 び率 が期 待 され てい る。 第3者 リー ス 業

は別 に 目新 しい もの で は な いが,60年 代 後 半 に360で 黄

金 期 を築 い た 後,現 在 で は改 良360リ ー ス,370リ ー ス,

中古 市 場へ の大 挙 進 出 を 画策 す るな ど積 極 的 動 きをみ せ

て い る。 しか もこれ ら中古/リ ー ス/メ ン テ ナ ン ス業 界

は,い ず れ も海 外 市 場 進 出 に意 欲 を見 せ て お り,特 に 資

本,輸 入 自由化 以 後 の 日本 市 場 に強 い 関 心 を示 す な ど,

今 後 の動 向 を注 視 し て お く必 要 が あ る。

当財 団 が派 遣 し た第8次 海 外 情 報 処 理 実 態 調 査 団(米

国班)で は,こ れ ら新 しい コ ン ピ ュー タ関 連 サ ー ビス を

主 要 テ ー マの ひ とつ とし,こ の 外 新 興 通 信 サ ー ビスVA

N(付 加 価 値 ネ ッ トワー ク),小 売 り業 にお け るオ ン ラ

イ ン ・デ ー タ ・エ ン トリ イ ・シ ス テ ムお よ び連 邦政 府 の

GeneralServicesAdministration(GSA)な ど と共 に,

各 々の 分 野 で代 表 的 な 企 業,機 関 を 重 点 的 に調 査 した 。

以 下 こ こで は コ ン ピ ュー タ関 連 サ ー ビス に関 して,そ

の 実 態,将 来 展 望,日 本 市 場 との 関連 につ い て ま とめ て

み る。

調査団の概要

当財 団は,わ が国におけ る情報処理 および情報処理産業

の発展 に資す るため,昭 和49年6月22日 よ り3週 間にわた

り,米 国 に第8次 海外情報処理実態調査 団(米 国班)を 派

遣 した。その結果 を報告書 「米国 におけ る情報処理の実態」

として とりま とめたので ここにその概要 を紹介す る。

① 調 査 機 関 ・

OComputerLessorsAssociation(CLA)

リ ー ス 会 社 協 会

OComputerServiceofAmerica(CSA)

コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス ・オ ブ ・ ア メ リ カ 社

OComdiscoInc.

コ ム デ ィ ス コ社

OTimeBrokersInc.(TBI)
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タ ・イ ム ・ブ ロ ー カ ー 社

OAmericanUsedComputerCorp.(AUC)

ア メ リ カ ン ・ユ ー ス ト ・コ ン ピ ュー タ 社

OSorbusInc.

ソ ー ブ ス 社

OTelenetInc.

テ レ ネ ッ ト社

OGeneralServicesAdministration(GSA)

連 邦 調 達 庁

OMarcor(MontogomeryWard)

モ ン トゴ メ リ ィ ・ワ ー ド社

② 調査団メンバー(敬 称略 ・順不同)

団長 梧沢 政司 当財団常務理事

加納 浩 三菱石油㈱ 数理計画部 主査

紫村 次晴 農林省農林経済局統計情報部数理

官

播磨 正博 富士通㈱ 電子システム開発部

技師補

鈴木 茂樹 当財団調査課主任

中古コンピュータ ・デ ィーラー

米国に中古機材を取 り扱 う業者が出現したのは10年 前

だが,現 在では100社 以上がこの分野でしの ぎを削って

いる。中古業者にはディーラーとブローカーの2つ のタ

イプがあり,前 者は中古機材を買い入れ,ス トックし,

場合によっては修復して販売している大手業者,後 者は

単に売 り手 と買い手を引きあわせるだけの もので,通 常

1人 とかあるいは2～3人 で机ひとつ電話1本 で業務を

している者をさす。

ディーラー,ブ ローカーの正確な数は不明だが,大 手

デ ィーラーが7～8社,ブ ローカーが約100社 とみられ

る。 これ ら中古業者が取 り扱っているのは,ほ とんどが

IBM機 材それ も360で ある。 これはIBM以 外の機材

は ・マーケットが小さい ・メンテナンス保障とりつ

けが困難 ・価格が不安定かつ中古品 として出た場合の

価値が低いなどの理 由による。370に ついてはまだ十分

な 市 場 が 確 立 され て な い が,モ デ ル155,165を 手 は じ

め に今 後 は370中 古 市 場 も注 目 され る よ うに な ろ う。 デ

ィス カ ウ ン ト率 は 大 ざ っぱ に 言 って360CPUが65～

70%,370CPUが20～25%だ が,中 古機 材 の値 段 に は

大 幅 な 変 動 が あ り,現 時点 あ るい は将 来 の あ る時 点 に お

け る機 材 の 価値 を評 価 す るの が デ ィー ラー の 勝 負所 で も

あ る。

中 古 市 場 の形 成 に は,ユ ー ザ ー の態 度,自 信 とい った

もの が 強 く反 映 して い る。 今 日の ユ ーザ ーが コ ン ピ ュー

タ を選 ぶ基 準 は,「 い か に新 し い か」 で は な く 「い か に

コ ス ト/パ フ ォー マ ンス が 優 れ て い るか」 とい う点 に あ

る。 中古 品 で も安 く効 率 が よ けれ ば使 って み よ う とい う

気 構 え と 自信 が 出 て きてい る。 これ を デ ィー ラー側 か ら

み れ ば,「 お 客 に は コ ン ピ ュー タ利 用,運 営 技 術 に 自信

を持 って い る所 」 を選 び 「初 め ての ユー ザ ー 」 は 敬 遠 す

る とい う こ とにな る。 つ ま り,中 古 市 場 は ユ ー ザ ー 側 の

自信 に 裏 打 ち され て発 展 し てい る,と い う こ と も で き

る。

メ ン テ ナ ン スに つ い て は,メ ー カーか らの 保 守 確 約 取

りつ け に絶 大 の 自信 を 持 って い る。 まt第3者 メン テ ナ

ンス会 社 とい う専 門 企 業 の 台 頭 もあ り,さ し た る 問題 と

な ってい な い 。 む しろ 中 古 デ ィー ラ ーの 脅威 は,大 量 の

360を 所 有 し てい る第3者 リー ス会 社 の 中古 市 場 参 入 で

あ る。

今 回調 査 し た デ ィー ラー はComdiscoInc.(シ カゴ),

TimeBrokersInc.(二=一 ヨー ク),AmericanUsed

ComputerCorp.(ボ ス トン)の3社 。 前2社 は 各 々大

手,中 堅 の代 表 的 デ ィー ラー でIBM機 材 を扱 って い

る。AUCはIBM機 材 は や らな い とい う特 異 な デ ィ一一

ラ ーで あ る。

Comdiscoは1969年 設 立,売 上 げは 表1に 示 す よ うに

順 調 に 伸 びて い る。 取 扱 ってい る主 力機 材 は360/モ デル

表1Comdisco社 の売上げ,純 益推移

売 上 げ(ド ル) 税引純利益(ド ル)

1970年 約100万

1971年 540万 20万

1972年 1,490万 65万

1973年 2,410万 115万

1974年 3,500～4,000万(予 想)

一2一
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50,同65で370も 一 部 手 が けて い る。TBIは64年 設

立,当 初 は コ ン ピュー タ ・タイ ムの販 売 が 主 力 業 務 だ っ

たが,現 在 で は 中 古 コ ン ピ ュー タの販 売 が これ を 上 回 っ

てい る。 取 扱 い機 材 はIBM360。AUCは 「IBM機

材 は リー ス業 と競 争 に な るか らや らな い」,「IBM以

外 の もの で条 件 が よ く も うか る もの だ け を扱 う」(同 社

A.F.モ ノソ ン社 長)と い う特 異 な デ ィー ラー で あ る。

設 立 は1970年 。

日本 の 市 場 に関 し ては,3デ ィー ラー と も強 い 関心 を

寄 せ て い る。Comdiscoは す で に欧 州,南 米 に 中 古 コ ン

ピ ュー タを輸 出 し てお り,売 上 げに 占 め る輸 出 高 は15%

に も達 して い る。 同社 は現 在,日 本 市 場 進 出 の 手 が か り

を ど こに 求 め れ ば い い か模 索 し て い る し,AUCは モ ノ

ソ ン社 長 が 日本 に 来 た こ と もあ り,ダ イ レ ク トメ ール を

頻 繁 に 海 外 に 送 付 して い る。

中 古 デ ィー ラー の 中 に は リー ス会 社 の参 入 で打 撃 を受

け る と ころ も出 て くるだ ろ うが,申 古市 場 そ の もの は,

① コ ン ピ ュー タ技 術 革 新 が ス ロー ・テ ン ポ にな って い る,

②360に 対 す るユ ー ザ ー の 根 強 い魅 力 が あ る,③ メン テ

ナ ン スが メ ー カ ー,第3者 メ ン テ ナ ンス会 社 に よ り保 障

され てい る,④370も 中 古 品 と して 出 回 りは じめ た な ど

の 要 因 に よ り今 後 の 可 能 性 は 大 きい 。

第3者 リー ス

IBMが360を 大 量 に 出 荷 し始 め た60年 代 後半,リ ー

ス会 社 は その 安 定 性 に 目を つ け,オ ペ レー テ ィン グ ・リ

ー ス に よ って 急 激 に 売 上 げ を 伸 ば した
。 オ ペ レ ー テ ィン

グ ・リー ス とい うの は リー ス会 社 が,第1回 目の リー ス

契約 では 全 投 下 資 金 を回 収 せ ず,利 益 は第2回 目以 降 の

契約 で あ げ よ う とい う もの で,ユ ー ザ ー に と って は,①

料 金 が 安 い,② 契約 期 間 が 手 頃,③ 中途 解 約 で きる,④

機 材 陳 腐 化 の リス クが な い な ど魅力 点 が 多 い。 そ れ だ け

に リー ス会 社 に とって は 危 険 性 も高 く,リ ス ク ・リー ス

と も呼 ばれ たが,複 数 リー ス 契 約 を うま く回 転 させ れ ば

も うけ も大 き く,危 険 が な い か わ りに 金 利 相 当 の利 益 し

か 見込 めな い フ ァイ ナ ン ス ・リー ス とは 違 った うま味 が

あ った。 事 実 この 時 期 に お け る リー ス会 社 の 発展 は 目 ざ

ま し く,代 表 的 リー ス会 社 の 売 上 げ は 急 上昇 を示 し た。

しか し370の 出現 は,360オ ペ レー テ ィ ング ・リー ス

一3

をや って い た り一 ス会 社 に 打撃 を与 えt。360か ら370

へ の移 行(migration)が 進 む裏 で,リ ー ス会 社 に は拘 束

期 間 が 切 れ た360が 次 々 と返 却 され て きた。 この た め 再

リー スが お ぼ つ か な い ば か りで な く,第1回 契約 途 上 で

370に 出 くわ した りー ス会 社 は,投 下 資金 を 回収 す る こ

とさ え で きず,文 字 通 り リス ク ・ リー ス に な って し ま っ

tc。 しか し リー ス会 社 は簡 単 に370に 屈 し た わ け では な

い 。 これ まで の 教 訓 を 生 か し今 度 は,フ ル ペ イ ア ウ ト方

式 で370リ ー ス を開 始 した 。

フル ペ イ ア ウ ト ・リー スは,リ ー ス 期 間 は長 い が第1

回 目の 契約 で全 投 資 額,利 益 を 回収 す る もの で,満 期 後

は ユ ーザ ー に安 く売 却 す るか 再 リー ス す る とい う もの 。

370登 場 は,リ ー ス会 社 に打 撃 を 与 え る と同 時 に,今 後

CPUに 関 す る革 新 的 技 術 改 良 は な い とい う見 通 し を ユ

ー ザ ー に与 え,長 期 の フル ペ イ ア ウ ト ・リー ス で も受 け

入 れ られ る下 地 をつ くっナこ。 今 回 訪 問 し た ボ ス トンの

ComputerServiceofAmericaInc.(CSA)は,高 度

な 専 門 家 だ け を 要 員 にか か え,370の フル ペ イ ア ウ ト ・

リー ス で実 績 を あ げ て い る。

リー ス会 社 は370リ ー ス を 開始 す る一 方 で,老 朽 化 し

つ つ あ る360を 改良 し,経 済 ・技 術 両 面 で魅 力 的 な シス

テ ムを り一 ス す る こ と も始 め た。 大 手 リー ス 会 社 の 協

会,ComputerLessorsAssn.に よる と,現 在 は ソ フ ト

ウ ェ ア改良 に力 を入 れ て い る とい う。 リー ス会 社 は 安 く

か つ 効 率 の い い マ シ ンを提 供 す る こ とを モ ッ トー に種 々

の 方法 を取 り入 れ て い る。 この 中 で最 も注 目 さ れ る の

が,Itelな どが や って い るパ ッケ ー ジ ・リー ス で あ る。

パ ッケ ー ジ ・リー ス とい うの は,360(あ る いは370)

に,PCM(プ ラグ ・コ ンパ テ ィブ ル ・マ ニ ュフ ァクチ ャ

ラー)製 の周 辺 装 置 を付 加 して リー ス す る もの。Itelな

どは 自社 で これ らの装 置 を販 売 して い るか ら,同 社 の パ

ッケー ジ ・ リー ス は料 金 の 面 で も極 め て 魅 力 的 に な って

い る。PCMのIBM互 換 装 置は,経 済,技 術 両 面 で 定

評 が あ り,ハ イ ・ペ ー ス で ユ ーザ ーに 受 け入 れ られ つ つ

あ る。 今 後 多 くの リー ス会 社 がPCMと 歩 調 を 合 わ せ,

パ ッケー ジ ・ リー ス を や って い く可 能 性 が 強 い。 この外

投 資税 控 除 とい う税法 上 の優 遇 措 置 に 目 をつ けた レ バ リ

ッジ ・リー スな ど も注 目 され て い る。

リー ス業 とい うこ とで は,申 古 市 場 へ の 進 出 が 今 後 の

。一_一 一_____________」
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焦 点 の ひ とつ に な って い る。 事 実CLAで は,「 わ れ わ

れ は最 大 の 中 古 コ ン ピ ュー タ保 有 者 」 と述 べ て い る し,

リー ス/中 古 は 極 め て 密接 な 関係 を持 って い る。 これ は

F・S登 場 間 近 とい う見 通 し の 中 で,長 期 り一 スが 受 け

入 れ られて い る こ との伏 線 に もな って い る。 つ ま り リー

ス 中途 解 約 の 際 の トレー ド・オ フ で あ る。 た とえば8年

契 約 の5年 目で 解 約 した場 合,レ ッサ ーは 残 余 価値 相応

の 値段 で これ を 他 に売 却 で きる し,レ ッシー が 購入 す る

こ と もで きる。 あ るい は レ ッサ ー,レ ッシー 以 外 の 第3

者 が,レ ッサ ー/レ ッシ ー残 余 評 価 額 と同 等 ま た は それ

以 上 の 値 で この 中古 機 材 を買 う こ と もあ る。 この 場 合 は

レ ッシ ー は解 約以 後 の料 金 に つ い て は リー ス会 社 に 支払

う必 要 が な くな る。 中古 市 場 の形 成 ・確 立 は レ ッサ ー,

レ ッシ ー 相 方 に と って,大 きな バ ッ ク ・ボ ー ンに な って

い る と も言 え る。いず れ に して も リー ス会 社 は,保 有360

に も うひ と働 き させ よ う とね らって お り,ま ず この360

で 次 い で370で も,大 挙 し て 中古 市 場 に く り出 して い く

ことに な ろ う。

日本 の 市 場 に つ い て も,リ ー ス会 社 は 関心 を寄 せ て い

る。 主 要 リー ス会 社 は370登 場 期 に,日 本 の 事 情 を調 査

す るた め ス タ ッフを派 遣 し た と もい わ れ る。 す で にItel

社 は,日 本 の 企 業 と提 携 し て パ ッケ ー ジ ・り一 スを 提供

し てい る。 今 度 は 資 本 ・輸 入 自由化,F・S登 場 期 に,

米 リー ス会 社 が 再 度 日本 市 場 に 白 羽の 矢 を たて る こ とに

な ろ う。 中古 デ ィー ラー と共 に,リ ー ス会 社 の 動 向 が 注

目 され る。

第3者 メ ン テナ ンス

近 年 コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ ー は,単 一 メー カー お し き

せ の シ ス テ ム を使 用 す る傾 向 は 減 少 し,複 数 メー カ ーの

装 置 を組 み合 わせ た シ ス テ ム を運 用 す る よ うに な って き

た 。 この 裏 に は独 立 系 周 辺装 置 業 者 の 著 し い 台 頭 が あ

る。 さ らに は遠 隔 地 へ の リモ ー ト ・ター ミナ ル の設 置,

中 古機 材 の 浸 透 な ど,メ ー カー,ユ ー ザ ー 双 方 に と って

メ ン テ ナ ン ス とい う問 題 が ク ロー ズ ・ア ップ して い る状

勢 に あ る。

こ うしtt環 境 の 中 で 発 生 した の が 第3者 メン テ ナ ンス

会 社 で,Sorbus,Comma,SirVessな どが代 表 的企 業

とい われ る。 これ らは い ず れ も自 らは全 く製 造 に タ ッチ

しな い メ ンテ ナ ン ス専 業 会 社 だが,こ の 外 に 自社 の 製品

を 生産 す る一 方,第3者 とし て他 社 装 置 の メ ン テナ ンス

を や ってい る と ころ もあ る。

1972年 に お け る第3者 メ ン テ ナ ンス 会 社 の総 売 上 げ高

は5,600万 ドル とまだ 小 規 模 だ が,今 後6年 間 の年 間平

均 成 長 率 は21%を 越 え る大 きな もの に な る と予 測 され て

い る(米Qnantum社 調べ)。 この背 景 に は,す で に指

摘 し た よ うに ・独 立 系 周 辺 装置 メー カー,中 古 デ ィ

ラー,リ ー ス会 社 の 台 頭 ・ ミッ クス ト ・シ ス テ ム の増

大,・ 遠 隔 地 へ の ター ミナル 導入 な ど種 々 な 要 因 が あ

る。 独 立 系 周 辺 装 置 メー カー は,第3者 メン テ ナ ン ス市

場 形 成 の 培 養 土 の 役 割 を 果 た した と もい え る。IBM互

換 装 置 な どで成 功 し,売 上 げ を 伸 ば し て い る各 装 置 メ ー

カ ーは,要 員 と金 の面 で や っか い な メ ンテ ナ ン ス を第3

者 に まか せ る こ とに よ り,サ ー ビス面 の 拡 充 を図 って き

た 。 ま た 複 数 メー カー か ら装 置 を 購入 しシ ス テ ム を形 成

し てい るユ ー ザ ー は,第3者 とい う単 一 の ソー スか らメ

ン テ ナ ンス を 受 け る こ とに よ り,複 数 契約 に よ るや っか

い な 問 題 か ら逃 れ る こ とが で きた。

中 古 デ ィー ラー,リ ー ス会 社 な ど,メ ー カ ーか らの メ

ン テ ナ ン ス取 りつ け に絶 大 な 自信 を持 って い る と ころで

も,い ざ とな れ ば第3者 メ ン テ ナ ンス とい うバ ックが あ

る。 事 実 中古 デ ィー ラ ー,リ ー ス会 社 の 中 には,す でに

第3者 と契 約 を取 りか わ して い る と ころ もあ る し,ま た

第3者 メン テ ナ ン ス会 社 自体 が,装 置 の修 理 とか 再 販 売

とい った こ とを や って い る ところ もあ る。 今 回 訪 問 した

Sorbusで は,ペ ン シル バ ニ ア州 キ ン グ ・オブ ・プ ロシ

ア と南 サ ン フ ラ ン シス コに大 規 模 な修 復 工 場 を持 ってお

り,部 品 の 製 造,組 み立 て,ほ とん ど全 ゆ る種 類 の コ ン

ピ ュー タ関 連 装 置 の テ ス トお よび チ ェ ッ ク とい ったか な

り広 範 な 機 能 を誇 ってい る。

Sorbusは 全 国規 模 の サ ー ビ ス機 能 を 有 す る米 最 大 級

の第3者 メ ンテ ナ ン ス専 業会 社。 同社 は1971年,親 会 社

ManagementAssistanceInc.(本 社300E.44St.New

York)の 機 器 の保 守 をや るた め100%出 資 子 会 社 とし て

発 足 しt。 現 在 では 売 上 げ の80%が,MAI所 有 以 外 の

機 器 の サ ー ビスか らあげ て お り,契 約 顧 客 数,25社15,800

ヵ所 で4万 台 の各 種 機 材 を受 け持 って い る。73年9月 現

在 の利 益 は150万 ドル(税 引 き前)に 達 し,ま さに第3

一4一
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者 メンテナンス会社の旗手 ともい うべき存在である。

第3者 メンテナンス会社は今後,① 要員獲得 ・訓練,

②収益増大,③ 第3者 メンテナンスの効率のアッピール

などに重点をおいて努力しようとしている。第3者 メン

テはその事務の性格上,極 めて高度な熟練要員を必要と

する。た とえば5年 前にIBM従 業員がスピン・オフして

設立 したComma社 は,IBM要 員獲得に多額の金を出

すと共に,給料 もかな りのものを払 っている。このため収

益は上 ってないが,技 術の優秀性は自他共に認めている。

同社はCDCに 吸収 されたが,今 後はCDCの 財源をバ

ックに,順 調 に 伸 び て い く もの とみ られ る。Sorbusの

場 合,要 員訓 練 を非 常 に重 要 視 して い る。 同 社 の 本 部 に

は りっぱ な教 育 施 設 が あ り,こ こで ベ テ ラ ン教 師 に よ る

講 義,実 習 を や って い る。

第3者 メ ン テナ ンス は新 興 の コ ン ピ ュー タ関 連 サ ー ビ

スの 中 で も新 しい 部 類 に入 るが,今 後 本 格 的 市 場 を形 成

す る ことは ま ちが い な い。 周 辺 装 置 メー カー の 台 頭,リ

ー ス ・中 古 デ ィー ラー の 進 出,ユ ー ザ ー の評 価 能 力 の 増

大 な ど第3者 メン テ ナ ン スに とって 市 場 拡大 の機 はす で

に熟 し て い る。

(鈴木茂樹 ・調査課)

〉
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貿易情報 システム化 に関す る調査研究

当財 団で は,社 会情 報 システムの研究 開発 を重点事業 の1つ として推進 してお り,総 合貿易

情報の シス テム化は,国 内お よび国際的な規模 におけ る流通 システムの合理化の 中核 をなす も

ので ある。

昭和47年 度 よ り通商産業省 を始 めとした官公庁お よび貿易関係業 界の協力 を得 て総合貿易情

報 システム調査委 員会 を設 け,シ ステム ・コンセプ トの設計 と必要な情 報処理 技術の調査研究

を進 めてい る。また,こ れ と平行 して,情 報処理振興事業協会か らの受 託に よ り2カ 年計画 で

総合貿易情 報パイ ロッ トシステムの開発研究 を実施中で ある。

以下に,調 査研究 の概要 と国連 における討議内容 を紹介す る。

はじめに

貿易情報のシステム化 は,日 本国内 は もちろんのこ

と,海 外諸国においても積極的に推進している最 も重要

な問題の1つ となっている。

年々拡大の一途をたどる国際貿易は,IMFの 統計に

よると,1973年 の世界の輸出5,100億 ドル,輸 入5,210

億 ドルに達し,5年 前の1969年 に比 べ,3,4倍 と急激

である。わが国の場合は,1973年 輸出369億 ドル,輸 入

383億 ドルで,同様に1969年 対比では2.4倍 となってお り,

世界の中で占める割合 も,5年 前の6.2%か ら7.2%と

増加を示し,国 際貿易において重要な役割を担いつつあ

るといえよう。

このような貿易量の増大は,取 引業務の増加や多様化

・複雑化を うながしてお り,同 様に,物 資流通の面にお

いても,迅 速化や輸送手段の合理化を要請し,コ ンテナ

化,カ ーゴター ミナルの 設置,高 速 で 大量の物資を輸

送するためのコンテナ船やジャンボ機の登場 な どで あ

る。

このような状況のもとで,従 来の法律 ・制度 ・商慣習

などに拘束される貿易手続の面において,必 ずしも最適

な もの とは言えな くな つて きたため,国 際的に合理化す

べ き問題 として提起 された。国連欧州経済委員会では,

貿易手続簡易化事業 として取上げ専門の部会 を設 置 し

て,貿 易関係書類の標準化を始め,各 種コー ド,貿 易メ

ッセージの伝送のためのルールなど各種の問題について

検 討 を行 な って い る。

COTIS

総合貿易情報システム調査委員会(COTIS)は,

昭和47年5月 に発足以来,貿 易情報の円滑な流通 と効率

的な利用を目的にシステム化の問題について,精 力的に

調査研究を進めている。

上記の目的とするところの貿易情報システム化では,

次にあげるシステム形成の一環として も考え られ て い

る。

① 貿易関係企業が指向 する経営情報 システムにおい

て,オ ペレーショナル情報 として,ま た,プ ランニン

グ情報 として,貿 易情報を有効に活用するためのシス

テム。

② 国内における商取引および物資流通のための社会シ

ステムの中核としての総合的な貿易情報システム。

③ 国際的に通信回線または媒体を介して,相 互交換 さ

れる貿易情報を処理提供する情報システム。

COTISで は,こ れ らのシステムのtめ に,貿 易情

報を最 も有効に活用する機能 として,貿 易情報データバ

ンク構想を提案 した。

データーバンクは,公 共性があ り,利 用度の高いデー

タや情報を,コ ンピュータ・ファイルに蓄積してお き,

随時需要者の希望により生データまたは,ソ フ トウェア

によりデータを加工して提供サービスする機能である。

一6- .
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一方,貿 易の商取引において,扱 われるデータや情報

は,多 種多様であるが,荷 主 ・品名 ・数量 ・金額 ・送先

などのデータは,注 文書,船 荷証券,信 用状,保 険証券

等の多数の書類作成において,ま た,商 社,代 理店,運

送会社,保 険会社,税 関,銀 行等の事業体において,ほ

とんど共通に使用される。

現実的な貿易情報の使用実態 とデータバンクの機能を

結 びつけた,貿 易情報データバンクが実用化 される素地

は,エ アカーゴ ・ター ミナル,カ ーゴ ・フレー ト・ステ

ーシ・ン等に見出すことができる。貨物の集荷 ・配送を

集中処理するために物理的な場所の提供 とともに取引,

書類手続および貨物の現状を把握し,作 業指令 ・管理を

行な うため,情 報処理センターを併置するものである。

情報処理センターには,デ ータバンクとデータ処理の両

機能を持たせるのが一般である。

ここで,カ ーゴ・ター ミナルが地域的に設置 され機能

も周辺の地域に限 られるが,情 報処理センターは,企 業

活動の範囲や国際的な取引に応じ,全 国的 ・国際的な規

模を有するシステムとなる。地域的センターを全国的な

ネ ットワークとして通信回線を介 して結合 される。

COTISが 検討する方向として,次 の3つ の問題が

あげられる。

第1は,総 合貿易情報システムのコンセプトの検討で

ある。貿易情報を処理するシステムを,1つ の事業体の

枠を越え業務の流れに沿い,複 数の業種 ・事業体を結び

つけるシステムを形成することが可能か。

貿易手続合理化 とい う大目的か らのニーズ が 唱 え ら

れ,ま た,観 念的に需要が見込まれていながらも,シ ス

テム化を困難にする重要な問題が存在する。貿易情報を

データバンクにより一元化するためには,現 在の法律,

制度,取 引慣習,各 国の事情などで多くの改変を要する

点を多数生じよう。また,一 元化されたことにより,手

続の合理化が相当に進展することが予想される。 この場

合,特 定業種,中 小規模企業に不利益のシワ寄せが集中

してはならない。 さらには,総 合システムに結合される

事業体の個別システムの独立性を確保することも考慮 さ

れなければな らない。

総合システムのコンセプ トの設計にあたっては,プ ラ

ス面ばか りでな く,現 状で想定されるマイナス要件につ

いても,十 分に明確に把握することが緊要である。

第2に は,国 際的な貿易情報システム化の実態 と動向

の把握である。貿易情報システムは,国 内の諸社会システ

ムと密接な関連を持つことはもちろんのこと,海 外諸国

における貿易情報システム化に関する情報を把握し,国

際的に協調するシステム化を行な っていく必要がある。

まtt,国 連,ISOを 始め各種の国際機関においても

貿易手続簡易化に関して,国 際的に標準化や各種ルール

の討議が行なわれている。常時これらの動きをとらえ,

わが国のシステム化に反映していくとともに,わ が国事

情による意見を積極的に提出していくようにする必要が

ある。

第3は,貿 易情報システムに関連する情報処理技術の

研究である。現在,研 究されている問題 として,国 連貿

易簡易化部会より提案されている 「国際貿易における交

換 メッセージ構成の方法についての予備実験」*お よび

「データ伝送のためチェック・ディジット」があげられ

る。 このほか,貿 易データバンクのためのデータファイ

ル ・マネージメン ト・システム,貿 易業務処理用端末機

などがテーマとしてあげられている。

COTISの 調査事項は,次 のとお りである。

(1}総 合貿易情報システム化の構想

② 国内における貿易情報システム化の動向

総合商社,輸 送業,海 運業,航 空貨物,貨 物保険

業,外 国為替業務,通 関業務,輸 出保険,検 数協

会,海 事検定協会,直 接貿易メーカー(家 電,プ ラ

ント)

(3)海 外における貿易情報システム化の動向

LACES(ロ ン ドンヒースロ空港),SOFI

A(パ リ3空 港),AMPS(シ アトル港ほか),

INSPECT(オ ーストラリア),RAPID

(ハ ンブルグ港),ワ ール ド・トレー ド・センター

(4}各 国専門機関の活動状況

SITPRO(英),NCITD(北 米),CO

STPRO(カ ナダ)

{5)国 内関係業界の貿易情報フローの分析(ケ ースス

7一

*同 部 会 で は,本 件 をINTERFACE(lnternationally

RecognizedFormatforAutomaticCommercial

Exchangeの 略 語)問 題 と略 称 され て い る。
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貿易商社,船 社,海 貨通関業,貿 易決済業務(実

施中)

ECE貿 易業務簡素化部会

貿易業務の簡素化に関する国際的な作業は,国 連 ヨー

ロッパ経済委員会(ECE)貿 易拡大委員会貿易業務簡

素化作業部会が中心にな って進められてお り,専 門的で

技術的な問題については,さ らに 「ADPと コ■一一ディン

グ」 「データ・リクアイアメン トと書類」の2専 門家グ

ループが設け られて検討 されている。COTISか らも

委員および専門委員が,日 本政府代表の専門的ア ドバイ

ザー として出席している。

同部会の研究済および作業中のプログラムは,第1お

第1表 研 究 完 了 プ

第1図ECE貿 易業務簡素化部会の組織

UnitedNations

EconomicandSocialCouncil

EconomicCommissionforEurope

CommitteeonTheDevelopmentofTrade

1
霊 蒜y蒜a灘=f]

l

ll

GroupofExpertsonGroupofExpertson
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GE1と 略GE2と 略

よ び2表 の とお りで あ る。 詳 細 な 内 容 に つ い て は 紙 面 の

都 合 も あ り別 の 機 会 に 掲 載 す る こ と と し た い 。

(市 川 隆 ・調 査 課)
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項 目 プ ロ グ ラ ム 研究結果記載文書および日付

001 国際貿易に利用 され てい るADP装 置の分類 に関す る草案作成
GE.1/R.25(SU)

73-08-30

002
開発予定 システム及 び政府 とその他の プライベ イ ト・システムの イン
ターフ ェイスを考慮 した稼動中 のプライベ イ トあ るいは"イ ン ・ハ ウ
ス"シ ステムの概要 の把握

GE.1/R.14(CS)
73-01-22

003
最新の テレコ ミュニケー シ ョン技術 と国際貿易 におけるADPと の関係

に関す る草案の作成

GE.1/R.19(Sec.,ITV)
73-02-15

1

.

oo4
国際貿易で使われている商用ADPシ ステムに関する質問事項草案の作成 GE.1/R.18(FR)

73-01-25

■
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005 ADP化 の優先度 に関す る リス トの作成
GE.1/R.23(UK)

(006) ISOの 標準国名コー ドの草案 に関す るコメン トの作成
GE.1/12, paras.27-39

73-03-12

007 国際貿易文書の コー ド化情報の ロケー シ ョンに関 す る勧 告書作成

ECE勧 告 書

WP.4/112;

"貿 易 文書 に お け るコ ー ドの ロ ケ ー シ ョン"

INF.2673-06-20

008 輸入手続の際税関から要請される情報の再吟味
WP.4/GE.2/R.11(CCC)

72-12-07

009 国際貿易関係組織リストの作成
WP.4/GE.2/R.13(Sec.)

73-05-08

010
ECEレ イアウ ト・キーの背景 とその詳細 な技術面 を説明 した文書の

作成 WP.4/112;
FCE勧 告 書"ECEレ イ ア ウ ト ・キ ー"

INF.2674-01-17

第2表 研 究 中 の プ 回 グ ラ ム

項 目 プ ロ グ ラ ム GE C/0 摘 要

(001) システム間の適合性 を保証 で きるよ うに国際貿易 に於い て使用 さ

れ るコ ンピュータ,タ ー ミナル,デ ータ処理及 びデー タ伝達装置
用の可 能な必要条件のモデル草案 を作成す る

1 SU

(002) 考慮 申の開発 予定及 び政府 とその他のプライベ イ ト・システ会の
イ ンタフェイスを妨 げそ うな問題 を考 え るための典型 的なプ フイ
ベイ ト,あ るいは,"イ ン ・ハ ウス"シ ステムの概要 を把握 す る

1 NL 原則 として どの国 も概要 を提示
するよ う求 め られ てい る。

(006) 1 SO標 準国名コー ドについての研 究機関 に,提 出す る勧告草案
を作成す る

1 Sec. ISO内 部の開発が期待 されて
い る。
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011国 際貿易におい て使用 され る文章の リス トの再吟味 2 Sec. TRADE/WP.4/GE.1/R.15

012各 文書 の表題の リス トの再吟味 2Sec. TRADEIWP.4/GE.1/R.8

013各 表題 に含 まれ る情 報の意義 を正確 にす る 2Sec. TRADE/WP.4/GE.1/R.9

014用 語法 の標準化 と表 題の限定の提案 2Sec.

015国 際貿易文書に記載 された デー タの拡充 と削減 を含 めて合理化の2

可能性 を検討す る

016交 換デー タに おけるイ ンタフェイス問題の研究 1UK TRADE/WP.4/GE.1/R.23

可

、
-

017 ADPと 一緒 に使用で きるよ うにエン トリーしたデー タの提示の

方法 をGE2に よって練 られ たフ ィール ドアイデンテ ィフ ィヤー
の定義 を基礎 として提案す る

1 !

1

018 異な る機関の間で必要 とされ るメ ッセー ジの数 とタイプを限定す
る

1

019各 々の メッセー ジの タイプの代 わ りにス タンダー ド ・メ ッセージ1
書式 を決 める事の実行可能性 を調査 する

020メ ッセー ジにおける情報の各項 日用の標準 アイデンテ ィフ ィヤー1
を含 むス タンダー ド ・メ ッセージの書式 を開発 する事が何処 で可
能か検討 す る

021例 えば 磁 気 テ ー プ,紙 テ ー プ パ ン チ カ ー ド,コ ン ピ ュー タ ー 間 ト1

ラ ンス ミ ッシ ョン等 各 コ ミ ュニ ケ ー シ ョ ンメ デ ィ ア用 の記 録 書 式

を 明確 に限 定 す る

4
.

¶

022 標準書式の明確化,例 えば その構成,文 字又 は数字式の デ ィジッ
ト数,固 定型或 は可変型の書式等

1

023 分析 を容易化す るため に数字 を使 ってコー ド化 した書類,表 題情
報の組織的分類

2 Sec. TRADE/WR4/GE.2/R.34

024 国際取引における通例の支払条件の目録と規定 2 BE TRADE/WR4/GD2/R.18

025 貿易促進の重要性 を充分考慮 するために,ISO技 術委,TC68"銀行業務手続"ICC銀 行業務の技術 と営業委 の仕事 を受継 ぐ
1
2

BE TRADE/WR4/G且1/R.17

TRADE/WR4/G瓦2/R.10
・

026 独自の委託照合番号 2
UK,CA
CS,DD
SE,FI
FR,US
UIC,I
CS

TRADE/WP.4/GE.2/R.3,

R.6,R.19,R.24,R.33

027 航空貨物引換証の提携 2
US,UK
CS,Sec.
IATA

TRADE/WP.4/GE.2/R.2,

R.9,R.17,R.20

028 国際貿易の ナこめの提携 インボイスの準備 2
FR,PL
BE,US
UK,CS
SU

TRADE/W艮4/GE.2/R.5,

R.6,R.16

029 国際協調のための貿易用語の再吟味 2
、

030 国際貿易文書における署名の意味と様式 2 Sec. TRADE/W且4/GE、2/R.28

031 適切な現行 コー ド例の集約 1 Sec.

032 適切な コー ドの分類 と一覧表 1 Seら

033 国際貿易規準採用のために現行コードの適否を吟味する 1

一9一
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034 適合す るコー ドが無い部分 には新 コー ドを開発す る事。その新 コ
ー ドは前 もって標準化 され た情報要素 を基礎 とし,限 定 された型

式 に従 っていなけれ ばな らない

1

1

035 コー ドの公表 とメインテナンスの手筈 を整 える 1 Sec. TRADE/WP.4/GE1/R、26

036 商品分類の開発分野 におけ るCCC八 一モナイズ ドシステム委員
会の検討内容の報 告

1 CCC

037 国際取引にお ける支払条件に合わせた コー ドの起草 を準備 す る
(これ はGE2に 諮問 され る)

1 BE
ICC

TRADE/WP.4/GE.1/R.18

038 港湾,船 会社,船 舶等の名称 とその活動の タイ プ用 コー ドの準備 1 ICS

039 フ ィー ル ド ・ア イ デ ン テ ィフ ァ イ ヤー 用 の コ ー ドを確 立 す る事 1

040 文書 の名称 と機能用 コー ドの確立 1

0411NCOTERMS用 コ ー ドの 準 備 1Sec.
ICC

"ICCへ の 提 案"(74 -Ol)

042

⌒ 一 　

輸送書類の流通性 2

043 航空 貨物引換証 に関 す るワル ソー協定の条款 につい ての考察 2

044 船 荷証券に関す るハーグ規則 の条款 についての考察 2

045信 用状の有用性と銀行業務手続の簡素化 2

046 自動的に送り届けられた書類の法的妥当性 2

047 国 際貿易 にADPを 適用 しているメイジ ャーコウオペ レイテ ィブ
システムに関 す る研究(稼 動 中又 は詳細 なプロ ジェク トフ ォーム
におけ る研究)(TRADE/WP.4/GE.1/R.5)

1 Sec. TRADE/WE4/GE1/

R.5,R.21

048 データ ・ハ ン ドリング,伝 達,コ ーデ ィングに関 した技術 用語の

辞 典の作成

1 Sec.

BC

TRADE/WE4/GE1/R.11

049 チ ェック ・デ ィジッ トの使用 によるデー タ制御の研究 を準備す る 1 FI,SE,
US

050 国際貿 易におけ る必要 条件 に応ず るよ うにINCOTERMSを 明確
にす る。必要 に よ り最新 の ものを加 えてい く

2 ICC ICCへ の書簡(74-01)

051 すべての運搬 方法に該 当す る運搬 のチ ェー ンについて記述す る為
に必要な デー タを確立 し,そ れ らのデータの標準的な表爪 を作成

す る

2 Sec. TRADEIWR4/GE2/R.31

052個 々の運搬方法 を明細に記 入す る必要性 およびコー ド化の為 に要
求 され るデー タを調査す る

2Sec. TRADE/WP.4/GE.2/R.30

053コ ー ド化のtめ,対 外貿易に関係 あ る各 々の場所(都 市,澄,空
ター ミナル等)を 明確に指が す る港,ボ ー ダー ・クロッシング,

必要性 を明 らか にす る

2Sec.

054 コー ド化に適す るよ うに標準化 された方 法で文書,商 品配達用の

住所 を提供す るために必要 とされ るデ一 夕エ レメンツを明 らか に
す る

2 Sec. TRADE/WP.4/GEL2/R、32

055 轍 蹴}'豆;甥麟 蓼曹当 言ξ袈禦謙 譲
示に導入する必要があるかの検討

2 Sec. TRADE/WE4/G巳2/R.29

056 国際貿易に おいて,ど の限度重量,測 定法その他度量単位が必要
とされ てい るか を明 らかにす るとともに,検 討のた めのデ一 夕エ
レメ ンツを詳細 に規定す る

2 Sec. TRADEIWD4/GE21R.29

,

注:GEは,担 当専 門委員会,C/Oは 担 当幹事国 または事務局・摘要の記号は,関 係文書番号
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繊 維 産 業 の シ ス テ ム 化 ・

情 報 化 に 関 す る 調 査 研 究

昭和48年 度事業 として,当 財 団が(社)日 本衣 料縫製 品協会に委託 して実施 しt繊 維 産業,と

くに衣料縫製業 を中心 とした システ ム化 ・情 報化に関す る調査研 究の成果の概要を紹 介す る。

な お詳細 については,報 告書 を参照 くだ さい。

,

`

ψ

1.は じめに

わが国の繊維i産業は,紡 績,化 繊,合 繊などの原糸 メ

ーカーを頂点 とし,織 布,編 物,染 色,縫 製などの多数

の中小零細 メーカーによって構成される一大 ピラミッ ド

型の産業構造を有している。 このため,繊 維産業はわが

国のなかでも有数の複雑な生産流通構造をもつ産業界で

あるといわれている。

一方,こ のような産業構造を有しているのに加えて新

しい環境の変化が起 こってきている。すなわち,近 年の

わが国の経済社会の急速な成長による所得水準の向上,

余暇時間の増大な どに伴 う消費者意識の高度化による繊

維製品への欲求の個別化,多 様化は著しく,消 費者自身

の好みにあった 、スタイル、,、カラー、,"柄 、,、ブラン

ド、などを有する商品(フ ァッション商品)を 求めるよ

うになってきていることである。

そのため,繊 維関連企業は,消 費者市場の動向を的確

に把握 し,そ れに適合した生産,販 売活動を行な うこと

が必須のこととなってきている。 このため最 も重要 とな

るのがファッシ ョン情報を中心 とした情報の収集処理,

評価であ り,多 様な消費者ニーズをとらえ,そ れ を 迅

速,的 確に商品企画,生 産,流 通,販 売管理および計画

に反映させるシステムの確立を図ることである。

この ことは,と くに中小零細企業の多い縞織業,染 色

業,縫 製業などにおいて迅速かつ的確な多品種少量生産

体制を確立させるために緊要なことである。

このような認識の もとにわが国の繊維産業のファッシ

ョン産業化(シ ステム産業化,情 報産業化)を 図るため,

縫製業を中心 とした繊維業界の実態を正確に把握し,そ

の望ましいシステム化,情 報化の方向づけを行な うもの

である。

2.縫 製業 を中心と した維繊産業の

システム化,情 報化の必要性

繊維産業な らびに縫製業界の問題点を集約すると生産

流通機構上の問題点と,需 要構造上の問題点,さ らに産

業構造上の問題点の3点 に絞 られる。

生産流通機構上の問題点とは,流 通経路の複雑化,多

様化に伴 う生産,流 通,販 売のシステム的結合の困難さ

である。

これ らのシステム化の遅れによる経済的 ロス(時 間的

ロス,空 間的ロスも含めて)の 増大,そ れに伴 うリスク

の分散のための商取引慣行,た とえば委託販売,返 品の

恒常化,手 形取引,リ ベー ト等の非近代的な取引を もた

らす ことになる。このような個別企業の リスク負担は,

その中小零細性によるところの慢性的低収益性 とあいま

って一層経営の自主性の確立を困難な ものにしている。

これを解決するためには,生 産,流 通,消 費の各分野

におけるファッション関連情報を的確に把握し,計 画的

に各分野の各段階の機能 と有機的に結合し,円 滑に流通

することにより,フ ァッシ。シ情報の流通円滑化を図っ

ていかなければな らない。需要構造上の問題点 とは,所

得水準の向上,余 暇時間の増加に伴 う消費の高度化,多

様化が もたらすファッション商品の個別化とライフサイ

クルの短縮化傾向である。

こうした問題の解決を図ってい くには,繊 維製品の需

要動向に即応しうる消費者三一ズオ リエンテッドな産業

とずるため商品企画,生 産,流 通,消 費の各分野での効
》
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図一1情 報流通 および機能 と情報化 ・システム化関連図
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率的結合を図 り高付加価値化を促進することにより縫製

業を中心 とした繊維産業の高付加価値化を図っていかな

ければな らない。

さらに産業構造上の問題として急激な賃金上昇,労 働

時間の短縮や福利厚生の充実などによるコス トプッシュ

や,労 働力人口増加の低下による人材獲得難,熟 練技術

者の獲得難といったものがある。

この面での解決は非常に地道にな されなければな らな

いものである。

その一つ としてモジュール生産方式の導入などによる

生産在庫管理,工 程管理の合理化やPOS(店 頭入力方

式)の 導入などによる販売在庫管理の合理化,さ らには

生産の自動化による生産技術の高度化を図るなど業務の

機械化,省 力化を図っていかねばな らない。

このような ことか らすでに市場にあらわれた顕在的ニ

ーズへの適応ならびに,い まだ うず もれている潜在的ニ

ーズの喚起による販売の極大化と,過 剰/過 少生産およ

び過剰/過 少在庫に伴 うリスクの回避な らびにロスの軽

減による供給の安定化,最 適化による需給バランスの最

適化を図るには,情 報の流髄 度の加速イ頃 因を鍛 階

の機能がタイムリーに把握する必要がある。

っま り,情 報収集速度 と処理速度を向上させ,リ アク

シ。ンにいぱ までのタイムラグを短縮させると同時に

アクシ 。ン,リ アクションが各段階に有機的に作用し得

る様にしなければな らない。

墜経

理5

薗

:二=燦 テり

したがって,従 来個別に,あ るいはばらばらに収集 さ

れていた情報を一元化して把握できるようにする必要が

ある。さらには,情 報の把握が把握で終 ってしまって何

らかのアクションにつなが らないようでは情報収集の意

味がない。 このために,各 段階での自動化 ・システム化

を推進し,迅 速な適応体制を確立する事が要請 されるわ

けである。

ここでは,情 報処理の観点から,情 報 とくにファッシ

。ン情報について述べることにする。

3.望 ましいシステム化情報化 における

ファッシ ョン情報の流れ とその活用

(a)フ ァ ッシ ョン情 報'

一 般 に 衣料 製品 にお い て フ ァッシ ョン とい え ば,一 般

に あ ま り普及 しな い段 階 の い わ ゆ る トップ フ ァ ッシ ョン

を 想 定 す る傾 向 に あ るが,現 実 に フ ァッシ ョン を と らえ

る場 合 は,ど の よ うな 衣 料 製 品 が 市 場 に お い て どの よ う

な ビ ヘ イ ビ アを と って い るか とい う非 常 に 複 合 し た大 き

な意 味 で と らえ な け れ ばな らな い。この た め,フ ァ ッシ ョ

ンを と らえ る情 報 す な わ ちフ ァ ッシ ョン情 報 は,単 な る

衣 料 製品 の説 明 か ら社 会経 済 の 動 きま で とい った 非 常 に

幅 広 い 内容 を もつ こ とに な る。 実 際 に フ ァ ッシ ョン衣 料

品 を創 る と きは,図 一2に 示 す よ'う'に,フ ァ ッシ ョンの

た めの統 一 した イ メー ジが あ って様 々な フ ァッシ ョン情

報 が収 集 され 加 工 され て何 らか の 方法 で統 一 イ メ ー ジ と

一12一
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図 一2フ ァッ シ ョン創 造 概 念 図

フ ゾッシコンbii報

/

。。/→凝 〉!衣料品の一

∵ ㌧・・シー
具体的な商品

関係 づ け られ て,あ たか も,ス パ イ ラル 状 に フ ァ ッシ 。

ン衣料 品 が生 れ て きてい る と考 え られ る。

この た め,フ ァ ッシ ョン情 報 を構 成 す る もの は,基 本

的 な もの と して 衣料 品 が どの よ うな要 素 か ら成 り立 って

お り,ど の よ うな用 途 の もの で,ど の よ うに し て製 造 さ

れ るの か等 の一 種 の生 産 情 報 が 中核 情 報 とな る で あ ろ

う。 これ を フ ァッシ ョン情 報 の 製 品 プ ロ フ ィー ル と 呼

ぶ 。 次 に何 らか の形 で市 場へ 出 た 衣料 品 の売 れ ゆ きや売

れ 筋 な どい わ ゆ る一般 に 消 費(最 終 消 費 者 の み で は な い)

と呼 ば れ て い る もの に 関 す る情報 で あ る。 これ を消 費 プ

ロフ ィー ル と呼 ぶ 。

この2つ の プ ロフ ィール で 衣 料 品 の フ ァ ッシ ョン情報

は十 分 説 明 され る場 合 が 多 い が,長 期 的 な 予 想 とか これ

ま で の フ ァ ッシ ョン と連 続 性 の な い フ ァ ッシ ョンを 考 え

る場 合 な どに は これ 以 外 の 情 報 た とえば 生 産 技 術 の 動

向,新 素 材 の 開 発 な どや 消 費 者 の 所 得水 準,生 活 意 識 ・

価 値 観 の 変 化,自 由時 間 の 増 加 な ど,さ らに 社 会情 勢 の

変 化 な ど,需 給 構 造 に お よ ぼす 影 響 情 報 が 考 え られ る。

これ らの 情 報 は,製 品 プ ロ フ ィー ル と消 費 プ ロフ ィー ル

に何 らか の 形 で影 響 をお よ ぼす もの で あ る。 これ を外 部

環 境 プ ロ フ ィー ル と呼 ぶ 。

図一3フ ァッシ ョン情報 この よ うに フ ァッシ ョン

構成プ ロフ ィー ル図 情 報 を 構 成 して い る もの と

し て3つ の プ ロ フ ィー ル が

考 え られ,図 一3の よ うに

製 品 プ ロフ ィー ル,消 費 プ

ロフ ィール を核 に 外 部 環 境

プ ロフ ィー ル が 外 輪 とな っ

た もの で あ る と 考 え ら れ

る。

(b)フ ァ ッシ ョン情 報 と機 能

フ ァッシ ョン情 報 と企 画(考 え る),生 産(作 る),

流 通(運 ぶ),販 売(売 る)と い う各 機 能 との 関係 に つ

い て は,図 一4に 示 す よ うに各 機 能 に よ って フ ァ ッシ ョ

ン情 報 の 構 成 要素 が 変化 す る。 す な わ ち,販 売 で 収 集可

能 な 消 費 デ ー タ(地 域別,階 層 別 売 上 な ど),生 産 で 必

要 とな る製 造 デ ー タ(サ イ ズ,デ ニ ー ルな ど),生 産,

流 通,販 売 で 共 通 な素 材,柄,色,ス タ イル の 基 本 デー

タ とな って お り,企 画 で は消 費 デ ー タ で フ ァ ッシ ョンの

予 測 を 行 な い生 産 に対 し て製 造 デ ー タ と基 本 デ ー タを伝

達 して,で き あが った 製 品 を流 通 が 運 ぶ とい うよ うに 機

能 に よ って 必 要 な情 報 の 内容 が変 化 し て くる。

図一4フ ァッシ ョン情 報と機 能の関連 図

⑧

基本デー タ

柄

ま た,各 機 能 を結 ぶ ファ ッシ 。ン情 報 の ル ー プに は,

大 き く分 け て2通 りの 流 れ が あ る。

1つ は,生 産 か ら流 通 ・販 売 へ ど うい った商 品 が どの

く らい 出 荷 され て い るか とい う情 報 とど うい った 商 品 が

どの く らい売 れ て い るか とい う双方 向の 流 れ で あ り,究

極 的 に は 安 定 か つ 最 適 な需 給 バ ラン ス(品 切 れ,品 余 り

防 止)を 図 るた め のル ー プで あ る。

この ル ー プ の フ ァ ッシ ョン情 報 を フ ァ ッシ ョン ・ ミッ

クス情 報 と呼 ぶ 。

他 の1つ は,販 売 か ら直 接 企 画 へ 流 れ る情 報 で あ り,

どの よ うな商 品 が どの よ うな 消 費 者 に,ど の 程度 売 れ た

とい う商 品 の ライ フサ イ クル を端 的 に把 握 す るた め の ル

ー プ で あ る
。

この ル ← プ の フ ァッ シ ョン情 報 を フ ァ ッシ ョン ・ライ

フ情 報 と呼 ぶ 。 、

一13一
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この2つ の ル ー プが将 来 うま くコ ン ビ ネ ー シ ョンが と

れ る とす れ ば,相 当 水 準 ま で の フ ァ ッシ 。ンの 予測 が 可

能 とな り,従 来 の リス クが 軽 減 され高 付加 価 値 な 商 品 の

生 産,販 売 が 実 現 で きよ う。

(C)情 報 の流 れ を その 活 用

これ ま で 述 べ て きた こ とか ら も明 らか な よ うに 繊 維 製

品の プ ロダ ク ト ・サ イ クル に お け る 中核 情 報 は フ ァ ッシ

ョン情 報 で あ り,そ の フ ァ ッシ ョン情 報 は,製 品 プ ロフ

ィー ル,消 費 プ ロフ ィール,外 部 環 境 プnフ ィー ル の3

プ ロ フ ィー ル か ら構 成 され てい る。 外 部 環 境 プ ロ フ ィー

ル は,他 の2つ の プ ロ フ ィー ル の規 定 要 因 で あ る ところ

か ら,実 際 の 流 通 に は 余 り考 慮 す る必 要 がな い。 した が

って,シ ス テ ム化,情 報 化 を図 るた め に は,製 品 プ ロフ

ィー ル と消 費 プ ロフ ィー ル を含 んだ 実 際 の情 報 が 円滑 に

流 通 す る よ うな 方 策 が 必 要 で あ る。 す な わ ち,日 常 の 生

産,販 売 活 動 に よ って 発生 す る情 報(フ ァ ッシ 。ン ミ ッ

クス情 報)と 日常 の 活 動 か らでな く意 図 的な 行 動 に よ っ

て 発生 す る情 報(フ ァ ッシ 。ン ラィ フ情 報)を 最 適 に結

図一5

〈生 産〉 く販 売、

}

製 品 ライン品コンセプト

:2
A

合 す るた め に 必 要 とな るシ ス テ ム化,情 報化 を推 進 す る

こ とに よ って 生 産,販 売 活 動 の 最 適 コン トロー ル,迅 速,

的確 な フ ァ ッシ 。ンの 予 測 を可 能 に す る。

以 上 の よ うな考 え方 の 上 にた って 展 開 した の が 図 一5

の フ ァ ッシ ョン情 報 の流 れ とそ の活 用 で あ る。

(d)予 測 方 法 の 考 察

ビジ 。ンの 策 定 に あた って 構 築 した フ ァッシ 。ン予 測

の 方法 とし て は次 の2つ で あ る。

(イ)確 率論 的 な アプ ロー チ

この ア プ ロー チ で は流 行現 象 そ の もの を体 系 的 な

モ デ ル で と らえ る こ とを放 棄 す る。 放 棄 す る とは い

って も意 味 の な い こ とで あ る として,し りぞ け るの

で は な く,そ の よ うな ア プ ロー チは 是認 しつ つ,異

った 視 点 か ら問 題 を把 握 し よ う とす る もの で あ る。

そ の基 本 的 な 考 え 方 は,フ ァッシ 。ン予測 にお け

る不 確 実 性 か ら生 じ る リス クを な るべ く最 小 にす る

よ うな科 学 的 ア プ ロー チ を 確 率 論 的 立 場 に立 脚 し て

展 開 す る もの で,本 論 で はベ イズ 理 論 に よ る意 思 決
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決定の方法を提示した。

同 流行構造モデルか らのアプローチ

このアプローチではまず流行現象を説明するモデ

ルを構築することに主眼がある。構築されたモデル

が実際に生起する流行現象をよく説明し,(適 合度

がよく),予 測精度が高ければこのモデルは実際の

経営の場で採決 されるであろう。しかし,適 合度の

検証,予 測の精度の検証のナこめには客観的にす ぐれ

たデータの蓄積が不可欠である。また流行現象には

複雑な要因が絡んでいるので,モ デルの完成までに

は長期の調査研究を要すると考えられる。

本論では,こ の種のモデルの一案 として,相 転移

モデルを提示した。

これらの詳細については,紙 面の都合で割愛する。

4.シ ステム化,情 報化実現への諸条件

ファッション情報のシステム化を促進し,こ れが円滑

に機能するための前提条件 としては,以 下のようなポイ

ン トが重要であると思われる。

ω 小売販売段階での製品プロフィールデータと消費プ

ロフィールデータの結合データが迅速かつ大量に収集

できるような条件が整えられること。

(イ)在 来の小売店 と,そ の連係が何 らかの形で可能か

否かの検討が不可欠であり,

回 新しく単独で,あ るいはグループで自社,あ るい

は自社グループのコントロールのきく小売店をもつ

ことが可能か否かの検討が必要であろう。

いわゆるアンテナショップの設置は近年盛んにな

ってきているが,こ の種の試みは,繊 維産業が情報

を軸 として知識集約産業に飛躍するための重要な戦

略的性質を有していると考えられる。

{2)こ のようにして,収 集,蓄 積 されtデ ータ群を,意

思決定のための情報 として高次に加工分析しうるイン

テリジェンスを組織内外に養成すること。このために

は従来 とは発想の異なる人材登用,組 織の改革が必須

であろう。まナこ,こ のための人材育成が必要であ り,

何 らかの形で共同専門機関,公 立専門機関が必要であ

ろ う。

5.今 後の課題

今 回の 調 査 研 究 結 果 か ら示 唆 され る今 後 の 課題 とし て

は

(1)小 売 販 売 段 階 で発 生 す る結 合 デ ー タ(製 品 プ ロ フ ィ

ー ル 十消 費 プ ロフ ィー ル)を 何 らか の 形 で フ ィー ドバ

ッ クす る体 制 の 模 索 と検 討 が 不 可 欠 で あ る こと。

② これ に よ り蓄 積 され た デ ー タ をベ ー ス として,フ ァ

ッ シ ョン構 造 モ デル の検 証 を行 な う こ と。 また,確 率

論 的 ア プ ロー チ の フ ィー ジ ビ リテ ィ と妥 当性 を検 証 す

る こ と。

〔3)こ れ らの デ ー タを基 本 的な 軸 とし て新 商 品 の コ ン セ

プ トとその マー ケテ ィ ング の最 適 な 展 開 をパ イ ロ ッ ト

ス タ デ ィす る こ と。

㈲ 以 上 の よ うな シ ス テ マ テ ィッ クな分 析能 力 を そな え

た マ ー チ ャン ダ イザ ー を育 成 す る体 制 を整 え る こ と。

この よ うな こ とか ら,今 後 調 査 研 究 の 課題 とし ては フ

ァ ッシ ョン情 報 の流 通 の シ ス テ ム化 とそ の 活 用,と くに

製 品 プ ロ フ ィー ル と消 費 プ ロ フ ィー ル との結 合 に よ る フ

ァ ッシ 。ンの 予 測 が どの 程度 有 効性 を もち うるか お よ び

生 産 販 売 活 動 の 最 適 コ ン トロー ル が ど こま で可 能 か を検

証 す る こ とが重 要 で あ る。

(須賀慶一 ・調査課)
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生 活 情 報 に 関 す る イ ン フ ォ メー シ ョン ・

ユ ー テ ィリ テ ィの 市 場 性

情報化の進展におけ る次 の段階 「必要 な ときに,必 要 な情報 を必要 な場所 で自由に取得で き

るサー ビス」いわゆ るイ ンフォメ・一ーシ ョン ・ユーテ ィリテ ィ(以 下IUと 略 す)が 最近大 きく

クローズア ップされ て きナこ。

IUは,コ ンピュー タ ・ユーnティリテ ィとは コンピュータの共同利用 とい う点 では共通性 を

持 っているが,コ ンピュー タ ・ユ ーテ ィリテ ィでは主 として コンピュータ ・パ ワーの共 同利用

に力点が置かれ るの に対 して,IUで は,コ ンピュー タで処理 提供 され る情 報 自体の共 同利用

にその意義が あ る。

こういった情報 としては,た とえば遠 隔診断の よ うに他人の もつ優れた ノウハ ウ,信 用情報

のよ うに社会 的規模 でプール して こそ価値の ある情 報,ホ テルや乗継 を含 む広範 な座席 予約の

ごと く多 くの組 織体 にまたが る機能集積の ための情報 な どが ある。

IUシ ステムでは従来の よ うに1組 織内 に固有の デー タや ノウハ ウでな く,社 会全体 として

必要 となる情報 を 「公共財」 として蓄積,処 理 し,要 求 に応 じて個別 にサー ビスす る点に特徴

があ る。 そして,こ の サービスを行 な うためにコン ピュータ ・シス テムの端末 は,他 の企業や

家庭 にまで伸 ばされ,さ らに必要 に応 じて他地区 のコン ピュー タ ・センター と もオ ンライ ンで

結ばれ る。

IUの1つ の例 として,現 在米国の首 都 ワシ ン トンの近郊の レス トランで行なわれ てい るM

ITRE社 のサ■一一ビス ・シス テムが ある。

この システ ムはTICCIT(注)と 呼 ばれ,国 立科学技術財団(NationalScienceFounda-

tion)の 支援 の下 にMITRE社 が開発 した もの で現在稼働 してい る実験 システムであ る。 セ

ンターにはサー ビス として提供 され るべ き教育,雇 用,医 療 その他 日常生活上必要 とな る各種

の情報 が映像の状態で蓄積 されてい る。一方,セ ンターのハー ドウェア設備 としてはコ ンピュ

ータに制御 され テこ有線放送施設 を持 ち,こ れにつなが る回線 は各家庭,事 務所,学 校 な どに達

し,そ の先 に端末 としてTV受 像機や問合せ用キーボー ドを持 ってい る。

当財 団では これ らの状勢 をふま え,わ が国の生活情 報に関 す るIUの 市 場性 と構 造,現 段階

でイ メー ジで きるIUへ の消費者の態度,期 待について,ア ンケー トお よびイ ンタビューを中

心に調査 したが,以 下 はその結果 を簡単 に取 りまとめて紹介す る もので ある。

@

ぽ

1.IUの 市 場性

IUへ の一般的期待

必要 とする情報がす ぐ入手できる装置やサービスに対

する期待は,予 想された以上に大 きい。その種のものに

期待すると答えテこ人は67.4%で ある。ただし,そ の期待

(注)TI㏄IT=TimeSharedInteractiveComputer

ControledInformationTelevisionの 略 で 受 像 機 側

か らの 要 求 に 応 じて 映像 を送 るテ レビ放 送

の程度はあま り強いとは言えず,「 是非とも欲 しい」 と

思っているものは,そ のうちの33.4%で,全 体の約2割

程度である。したがって,現 状では漠然 とした期待に止

まっていると言える。

IUに 対する期待を,対 象者の層性別にみると,年 令

との関係がはっきり見 られ,若 年層ほど期待しているも

のが多い(図1)。 反面,性 別で見た場合,男 性の方に

期待が若干多いのもさしたる特徴ではない。また,世 帯

年収別にみても差はみ られない(図3)。 期待しない人
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◎

の理 由 を 聞 い て み る と,そ うし た

装 置,サ ー ビス を作 る こ と 自体 に

反 対 す る強 い否 定 的 意見 は,次 の

比 率 の 結 果 に な って い る。

oそ うい う もの は 人 を 怠 惰 に させ

るカ〉ら… …27.6%

○欲 しい 情 報 は 自分 で 苦 労 して探

すの が 楽 しみ だ か ら… …27.6%

○情 報 で社 会 が 管 理 され て し ま う

恐 れが あ るか ら… …26.5%

これ に対 し,「 そ うい う体 制 を

作 るよ り先 に解 決 すべ き問題 が 社

会 に た く さん あ るか ら」 とい う,

時 期 を 問題 に す る若 干 弱 い否 定的

見 解 も見逃 せ な い。 ま た,そ れ ら

の 装 置,サ ー ビス を 具体 的 に想 像

で きな い ことか ら起 こ る反 対 理 由

に は,次 の よ うな もの が あ る。

○ で きた として も内 容 が貧 弱 と思

うカ〉ら… …15.9%

○装 置 を買 った り,問 合 わ せ た り

す るの に お 金 が か か りそ うだ か

ら… …14.7%

o自 分 は それ ほ ど情 報 を 求 め て い

な い か ら… …23.5%

ま た,こ よ うな 装 置,サ ー ビス

に対 す る期 待 は,情 報 の 種 類 に よ

って も異 な って い る。 期 待 す る と

答 え た もの に対 し て,情 報 の 種 類

(大 分 類,た とえ ば 食関 連,健 康

関連 等)別 に,そ れ らの装 置,サ

ー ビス の 必 要度 を 聞 き,そ の結 果

(図4)を 必 要度 の 高 さの順 に み

る と,健 康,食 生活 とな らん で,

教 育 関 連情 報 に対 す る 要求 が強 い

こ とが注 目 され る。

「非常に欲 しい」「まず欲 しい」の比率

1位 健 康 関連 情 報 … … …89.0%

2〃 食 生 活 関連 情 報 … …77.1%

∫1PI)ECジ ャナ ール

(図1)|Uへ の期待(男 女別)
無回答 (%)

0 期待
「F

寸 ろ50
,

(0.5)
,1 ,1

100

全 体1是 非ほ
しい と思 う;な い

(22.5).,
川 州,ソ たほ うが よい (41.1)}1

1
(32.2) 1

、
、
、 [674〕

、 1

男} (25.6)i (39.0)
1

(鵬・5) (31、8) 1
''

' [68.2〕
〆

女1 (20.3)ll (42.6)

〆

(0.6)
1

(32.5) 1

(図2)lUへ の期待

0

、
、

、

(年令別)・、
、

、
「.

〔66.9〕

50
「II

、
、、

、、

、
、

＼
、

1

、
、

、 、
■

(%)
100

一19川 (25.8)i
I

(54.9)

1
(0、4(16・1) 1

、
、
、
、 〔83.9〕

,"'
〆一

　'

一29才1 (28.・)1 (37.9、

.製
(30,5) 1

'

'

'' 〔695〕

一39才1 (23.9)i
`

(35.6)
,

(0.6)
,

(36.2)
''

''

'' 〔638〕 ＼ ＼ /

一49才1 (15.1■
「

(47.1)
1

(0.5)
1

(32.1) 1
'

ノ' 〔66b〕
'

'' ＼

・・才一 匝1) …
1

(48.2)
1

ω,7) (35.2)

(図3)1Uへ の 期待

、、

、 、

、
＼

、
、 〉

(年収別)＼ 、、
1、

〔64.8〕

50
11

L

、

、

、
、
、
、

1.1 1¶

(%)100

1・・万円糊1 (28.4)i (34.3)

`

(0.5) (31.3) !l」
'

' 〔672〕
!

15・万円渦 (25.9)i
i

(36.2)
1

(0.2
1

(36.2)
,「 「

,' 〔638〕
'

''

… 万円未満| (17.0)ì
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3位

4〃

5〃

6〃

7〃

8〃

9〃

10〃

11〃

教育 関 連 情 報77.0%

住 関連 情 報70.8%

余暇 活 動 関連 情 報 ……69.3%

労働 関連 情 報65.5%

家 計 関連 情 報64.6%

衣 関 連 情 報63.5%

交 際 関 連 情 報58.4%

悩 み関 連 情 報49.4%

移 動 関 連 情 報35.7%

IU期 待の程度

各種情報に対するIUの 必要度は

前に見たが,情 報の種類をもう少し

細か く具体的にとり,ど のような情

報についてIUの 期待が生じている

かをみてみよう。

表1は,IU期 待層の各種情報へ

の期待度を加重平均で とり,要 求度

の高い順にな らべたものである。 こ

れでみても明らかなように,IUを

期待する層は,「家庭 ・医学情報」,

「環境汚染 ・公害情報」,「 医者 ・

医院」,「 医薬品」といった健康関

連情報のなかで,日 常生活と深い関

連を持つ情報への欲求が強い。その

他上位に位置づけられて い る情 報

も,こ れと同じように,日 常生活で

利用頻度の多い情報である。

しかしながら,こ のように,比 較

的要求度が上位にある情報は,ほ と

ん どの人間に共通して求められる,

いわば一般情報である。しかしこれ

とは別に,特 定の層に特に必要とさ

れる特殊情報がある。健康関連情報

は病人,

表11Uへ の期待度

対 応順位 情
コー ド 報 の 種 類

IU期 待者のIU期 待者の

要 求 度 情報所有水準
(加重 均値)(加 重 均値)

2
67
66
"

鋸
70

器

碧

題
σ

76

銘

2

60

碧
60
π

醤
η

霧

ρ
61
59

蓋

9
53
49
Ω

50
腿
39

61
23

50
39
29

釜

30
28
50
17
ρ

35
29
29

L
L
L
L
L

L
L
L
L
L

L
L
L
L
L

L
L
L
L
L

L
L
L
L
L

L
-.
L
L
L

-.
L
L
L
L

L
L
L
L
L

L
L
L

L
L
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L
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器
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α
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し
得

消ブ解電な修

㌔

呼

鍵

∴

義
理

上

灘
糖
…
ス

鍵

響
輪
欝

黙
黙　
難

難
鰯

辮　

難繍

舞

9
H
8

10
51

6
24
47
56
18

28
40
50
3

12

27
32
17
52
15

1
22
39
2
7

23
46
13
33
36

4
21
45
48
30

49
16
44
5

31

29

34
25
42

53

14
57
54
35
55

20
26
37
19
43

41
58
38

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

H
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
21
21
24
24

24
24
28
29
30

31
31
31
34
35

36
37
38
39

40

41
42
43
44
45

46
47
48
49
50

51
52
53
54
55

56
57
58

あるいは病人を持つ世帯の人間にとって特に重

要だとい う意味では特殊情報の性格を持つが,他 の健康

人にとって も無視できないものであることから,客 観的

には一般情報 とされよう。一方,税,事 故,も め事処理,住

宅,土 地購入,進 学,育 児のしつけ,転 就職などに関す

るものは,そ れらの事件の事実,経 験に遭遇 し て い る

人,あ るいは遭遇した人によって特に求められ,意 識さ

れる情報 と考えられる。したがって,こ れらの情報は,

一般の人間にとっては必要度が少ないにもかかわらず,

当事者にとっては緊急不可欠の情報であり,量 的な加重
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平 均 値 に よ る順 位 以 上 の 質 的 要求 度 が あ る とみ な け れ ば

な らな い。 その 意 味 では,比 較 的 下 位 に あ る情 報(た と

え ば,投 資,子 ど もの 学 力 向 上 な どの 教 育 関 連,ロ ー ン

・クレ ジ ッ トな ど)もIU市 場 と して は 一般 情 報 に 劣 ら

ぬ重 要 な意 味 を持 って い る とい え よ う。

2.イ ンフ ォメーシ ョン ・

ユーテ ィ リテ ィの市場 規模

市場 規 模 の分 析

生 活情 報 を 中心 とし たIUの 市 場 の 大 きさ は,提 供 さ

れ る情 報 あ るい は情 報 を提 供 す る媒 体(も し くは 装 置,

機 器)に 需 要者 が支 払 うコ ス トと,提 供 され る情 報 に需

要 者 が 感 ず るベ ネ フ ィ ッ トの バ ラン ス で決 ま って くる わ

けで あ るか ら,現 実 に供 給 体 制 の 具体 的 な 内容 が 固 ま っ

て い な い段 階 で 需 要 量 を 的確 に予 想 す る こ とは難 し い と

言 わ ね ば な らな い が,以 下 で は,一 つ の傾 向 を 見 る意味

で,一 応 現 段 階 で 一 般 の 人 々が イ メー ジ して い るで あろ

うIUの 体 制 を仮 説 的 に前 提 し,様 々な 生 活 情 報 を 需 要

者 側 が 日頃 どの程 度 希 求 して い るか を試 行 的 に測 定 して

み た。

まず,今 回 の調 査 対 象 全 サ ン プル をS(年 令18才 ～59

才 ま での 東 京 都 民)と した 場 合

S==SS1十St2十Si3-eSso

とい う構 成 とす る。

Stl=IUを 期 待 し,生 活 情 報iを 「非 常 に 必 要」

とし て い る人 々

St2=IUを 期 待 し,生 活 情 報 ゴを 「か な り必 要」

とし て い る人 々

St3=IUを 期 待 し,生 活 情 報`を 「少 しは 必 要 」

と して い る人 々

Slo=「IUを 期 待 しな い 人 」 また はIUを 期 待 し

て も 「生 活 情 報 につ い て は全 く これ を必 要 と

しな い」 人 々 の和

こ こで,Silは 現 段 階 で予 想 され る生 活 情 報`に 対 す

る ミニ マ ムな 需 要 量,S"十Sl2十S`3は マ キ シ マ ムな 需 要

量 と言 え よ う。 もちろ ん,先 に も述 べ た よ うに,現 実 の

需 要 量 は,コ ス ト/ベ ネ フ ィッ トの バ ラン ス を通 して 決

ま って くる わ け で あ るか ら,も し実 際 に供 給 され る情 報

が非 常 に高 くつ き(現 在 消 費 者 が 新 聞,雑 誌,テ レ ビ,

ラジ オ,電 話 な どに 支払 う額 を は るか に越 え る よ う な

額),し か も提 供 内容 が 貧 弱 で あ る よ うな 場 合 は,こ こ

で算 定 され た ミニ マ ムな 需 要 量 を は るか に 下 廻 るか も知

れな い。 ま た逆 に,コ ス トが 安 く,内 容 が 高 度 で あ れ

ば,予 想 され る マ キ シ マ ムな 需 要 量 を越 え る こと も考 え

られ る。 以 上 の 意 味 か ら,以 下 にS/tl==Ss1/S×100,S'`2

=St2/S×100,S't3=Sz3/S×100,S/to--Sto=・Sto/S×100

(即 ち%)を 調 査 結 果 か ら算 出 し,こ れ を 提 示 す る と同

時 に,こ れ らの各 生 活 情 報 を獲 得 す る場 合 に,日 頃 人 々

が い か な る点 に 問題 を感 じ てい るか を 併 せ て 調 査 し,そ

の相 互 関連 を分 析 す る こ と とし た。

IU市 場の規模

表2はSエ1(IUを 期待し,生 活情報 ゴを 「非常に必

要」 としている人々のパーセン ト)の 大 きい順,つ ま り

ミニマムな需要量が大 きい順に各生活情報をリス トして

いる。 この表でS/tl十 銑2に ついて順位を求 め て み る

と,SSIの 大きさの順 とほぼ似た形の順位づけになる。

一方,図5の 横軸は各生活情報を入手する場合に現在

何 らかの問題点(障 害)が あるとした人の割合を表わし

てお り,縦 軸は各マーケットの規模(Sエ1+SS2)を 表わし

ている。各生活情報の位置は対応するコー ドで示 されて

いるが,各 点の散 らばりは,ほぼ右上が りの直線の囲りを

回帰した形をとっている。 これは情報欲求が強ければ,

それだけ求める情報を得るに際して問題点 も多い ことを

示している。しかし,情 報の種類によっては同じ程度の

需要の大 きさを持つと思われる。 さて求める情報を入手

する際に考えられている問題点(障 害)と して今回の調

査にリス トされた ものは次の7点 である。

① どうやって手に入れれば良いか分か らない

②関連する情報や知識が少な過 ぎる
ト

③手間や金が掛って手軽に得 られない

④ 自分の欲しい情報や知識にぴ った りしたものがない

⑤信頼できる情報が少ない

⑥同じような情報や知識が多くて選ぶのに難しい

⑦その他

これらのうち,「その他」は除いて考えれば,現 在の段

階でイメージできるIUの サービス体制をもってして,

解決が相対的に容易であり,ま た,IUの 持つ特徴を最
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2表

小 計 StO'=IOO
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も生 か せ る るの は ①,③,⑤ と考 え られ る。 こ うい っ

た考 えか ら図5の グ ラ フを修 正 して 描 いtの が 図6で あ

る。 図6の 縦 軸 は 図5の 縦 軸 と同 じ く,推 定 需 要 量Stt

十St2で あ るが,横 軸 は 生 活情vai}こ 関 してIUを 「是

非欲しい」 とする人が情報入手上の問題点として,①,

③,⑤ に回答しt割 合,P①,P③,P⑤ の和P①+P③+

P⑤ を表わしている。 このようにして得 られた図6の グ

ラフ上の各点(58個 の生活情報)は 図5の グラフで得た
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図5

ウ　 　 ぼコ

編 灘:・1;二
3034・4・217

31'・491勺25

54.29・5

㌣ ・訪53'42・i4

.26・3モ19

・37.43・20

11》を あ 汀 た 人 の

結果よりも横へのバラツキが大 きくなっている。今 この

グラフ上をバラツキのレンジの中間で分割して図6に 示

されるように第1象 限か ら第IV象 限まで区切 ってみた。

各々の象限は次のように意味付けられる。

第1象 限…市場規模大であり,IUが 与えるベネフィ

ット大(例:⑧ 医者 ・医院 ⑩医薬品 ⑪

環境汚染 ・公害情報)

第H象 限…市場規模大であるが,IUが 与えるベネフ

ィットは小(例:⑳ 冠婚葬祭 ⑨家庭医学)

第皿象限…市場規模は小であ り,IUが 与えるベネフ

ィットも小(例:⑬ ペット飼育 ⑳ゲーム

⑱ギャンブル ㊨蒐集)

第IV象 限…市場規模は小であるが,IUが 与えるベネ

フィットは大(例:⑲ 別荘 ⑤食関連の用

具 ・器具 ⑦外での食事)

しナこがって,た とえば18番「住宅 ・土地購入情報」に対

しては推定市場規模の水準がほぼ同じである24番の 「冠

婚葬祭情報」よりも,需 要者側がよ りIUに 対してのメ

リットを感じると考え られるが,「 信頼できる情報が少

ない」,「 どうやって手に入れれば良いか分か らない」

といった問題点がある。しtが って,IUが もしこれ ら

の問題点を解消するようなサービス体制でなければ需要

者側はIUに 対してメリッ トを感 じないことになるであ

ろうし,需 要 も拡大しないであろ う。

図6
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まとめ

今回の分析は,か な りの読み込みが入 ってしまってい

るが,最 後にいままでの論議をまとめてお くことにする。

○専門職に代表されるセグメン トについてはIUを 設計

し,導 入することは危険である。 というのは,そ の生

活はあまりに知的に偏 してお り,他 の層か ら客観的に

は孤立している。

○学生に代表されるセグメントは,イ ノベ一夕ーとして

有望である。 この層はあらゆる生活技術 ・知識に関心

を持 ち,多 面的な能力の開花を希望している。

○若い主婦に代表 されるセグメン トを是非IUの 顧客に

獲得しなければならない。

040代 の男性に代表 されるセグメン トは,職 場での仕事

についてはともか く,生 活情報に関しては,フ ォロワ

ーの地位に止まらざるを得ない。

今回の調査において,以 上の特徴が抽出されたが,い
ト

ず れ に し ろ,IUは ユ ー テ ィ リテ ィを称 す る以 上,最 終

的 に は全 国民 に利 用 され,享 受 され な くて はな らな い。

イ ノベ 一 夕ー とフ ォ ロ ワー の 区 別 も,い つ ま で も固 定 し

て い ては な らず,イ ノベ 一 夕ー の先 導 に よ り社 会 に 起 き

た変 化 を フ ォ ロ ワー が 認 知 で き るよ うな 援 助 が 必 要 で あ

る。 この 意 味 で もIUの 中 に娯 楽 的 な要 素 を組 み込 ん で

お く必 要 が あ る。 娯 楽 もま た 教 育 の 一形 態 で あ る。

(山鳥雄嗣 ・調査課)

一21一



ノ1PDECジ ャー ナ ル

社 会 開発 シ ス テ ム(医 療 機 器 シ ス テ ム)

に関する調査研究概要

昭和48年 度に実施した社会開発システムに関する調査

研究(医 療機器システムの開発)に ついては本誌第16号

でその基本構想を概説した。(48-ROO7医 療機器システ

ムの基本構想,図 一1,2参 照)

今回は,こ の基本構想に基づき具体的な僻地をモデル

として試みたケーススタディ(医 療機器システムの設計

モデル)を おもにシステムの構成ないし基本概念を中心

として紹介する。

報告書は大別して二つのシリーズにわかれている。す

なわち第一に僻地を山間型,平 野型,離 島型の三つのパ

ターンに分類し,そ れぞれに該当する僻地(圏 域 内 に

「離島」,「 山村」,「 過疎地域」を含む広域市町村圏

一 自治省設定一を基準)の なかか ら,代 表的なものを選

び,こ れをモデルとして当財団の研究グループが概念的

に設計を行なったもの(48-ROO8～00θ)。

図一1シ ステムの各機能の関連

医療関係者

への教育

管 理

(医療

資源等 、

コ ンサ ル

アー ン ヨ ン

/〃 ≦ 住
救急 診療

サー ビス

第 二 に 同 様 の 構 想 を 別 の 地 域 に あ て は め た場 合 の概 念

設 計 を外 部 の 研 究 グル ー プに 委 託 して 行 な った もの(R

-010～014 ,5地 域)の 二 つ で あ る。

■山間型僻地における医療機器システム(48-ROO8)

ここでとりあげたモデル地域は 秋田県 鷹巣 ・阿仁 地

区,岩 手県岩泉地区,和 歌山県御坊地区である。

秋田県鷹巣・阿仁地区

鷹巣 ・阿仁地区は秋田県北部に位置する4町1力 村,

面積およそ1,400km2,人 口約6万 人の地域である。 こ

の4町1力 村が一つの地方生活圏を形成しているが,高

度医療 という観点からは県都の秋田市より,む しろ青森

県弘前市に対する依存度が高い。

したがって,シ ステムとして秋田県内を全般的にカバ

ーする場合の中心的機能としては,秋 田市の秋田大学附

属病院にセンターを置 くと同時に,弘 前市の弘前大学附

属病院にセンターに準ずる施設を置 くことが必要 と考え

られた。

サテライ トは地区住民の 日常的診療の中心 とな ってい

る米内沢総合病院に置 くこととし,タ ー ミナルは既設の

町立病院,診 療所各1ヵ 所 とし各ター ミナルには無医地

区の部落5ヵ 所に移動施設を中心 とする下位 タ・・…ミナル

を置 くこととしナこ。

これにより図一1に あげた全般的なサ■一一・ビス機能が可

能 となるもの とみられる。

岩手県岩泉地区

岩泉地区は岩手県東部海岸に位置し,面 積ではわが国

の町で最 も広い岩泉町(989km2)を ふくむ1町1力 村,

人口2.6万 人の地域である。 この地域に16ヵ 所の無医地

区が点在 しているため,健 康管理が最 も重点的な機能 と

された。 このため岩泉町にある病院をサテライ トとし,

これを中心 として,現 在行なわれている巡回診療 と町営

一22一
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バスによる診療所への患者送迎はそ

のままいかし,こ れによって も,な

おカバーし得ない無医地区(差 当り

2ヵ 所)に ター ミナルを配すること

とした。

センターは盛岡市の岩手医科大学

附属病院または県立岩手中央病院と

することが考えられている。

和歌山県御坊地区

御坊地区は紀伊半島西南部にある

御坊市 とその周辺1市7力 町村より

な り面積578km2,人 口約8万 人の

地域である。無医地区は8ヵ 所 と比

較的少ないので,こ れを最優先する

ことが主眼 とされた。その結果,診

療所に近い無医地区の部落5ヵ 所に

はその診療所をター ミナルとし,診

療所 と距離のある無医地区部落2カ

所(ほ ぼ常置する形の移動施設)の

計7カ 所にター ミナルを配し,御 坊

市の 日高病院をサテライ トとして当

面,第 一段階 として一般診療 と健康

管理の二つの機能を重点的に実施す

るものとした。

これ らの山間型僻地三地区におけ

る概念設計でとくに共通する問題と

して,山 地とい う地理的条件か ら交

通が著しく阻害され,

図2シ ステムの構成 レベル

ノ

/

診
巡回診療 車

'
,'

」'
携帯用 診療 ユニ ッ ト'

これが医療の過疎化に決定的に影

響していることである。また医用機器の利用に不可欠な

各種のデータ伝送にして も,電 波の利用が地形上制約 さ

れ,ま た電話回線など既設の通信回線で も不十分な場合

が多く,シ ステムとして最小限度の機能を発揮させるた

めには同軸ケーブルの 自主設置などを考慮せざるを得な

いことである。

■平野型 ・離島型僻地における医療機器システム

(48-ROO9)

ここでとりあげたモデル地域は平野型 として北海道宗

谷地区,離 島型 として島根県隠岐および長崎県五島の二

一23一
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地区である。

平野型……北海道宗谷地区'

宗谷(支 庁)地区は稚内市を核とする1市9力 町村,面

積4,077km2,人 口12万人,本 邦最北端の地域である。

医療機関は稚内市を除 き非常に少なく,地 区内に20の無

医地区がある。 このような現況からシステムとしては当

面,一 般診療 と救急診療機能を中心 とし順次,残 りの機

能を実施するもの とした。センターは旭川医科大学に置

き,稚 内市立病院をサテライ トとする。 このサテライ ト

の もとに有医9ヵ 所,無 医23ヵ 所のター ミナルを配置す

るもの とした。 このように平野型では比較的平たん,か

つ広大な地域に数多くのター ミプ.ルを配することになる

lll
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ので通信系に対する依存度が高くなる。しかし,わ が国

ではこのようなパターンの地域は少ないもの とみ られる

離島型…隠岐・五島地区

ここでい う離島型の概念 としては,本 土ないしは内陸

部か ら比較的距離があり(50～100km2),そ れじたいで

一応の生活圏を形成している島ということができる。し

たがって無人に近い小島や生活の基盤を他の大島や本土

に依存する島々はこれには含まない。

このようなカテゴリでとりあげたのが島根県隠岐地区

と長崎県五島地区である。

島根県隠岐地区

隠岐は島根県松江市の北東約40～80kmの 日本海にあ

る群島で大小180余 りの島か らなるが一般には島後(ど

うご一1町3力 村)と 島前(ど うぜん,中 ノ島,西 ノ

島,知 夫里島,2町1力 村)の 四つの島を指す。

隠岐地区は,い わゆる無医地区は2ヵ 所しかない。し

かし,そ うはいっても耳鼻科,眼 科などの専門科 目から

みての無医状態や,あ るいは巡回診療が実施されていて

も診療 日(時 間)以 外は事実上,無 医の状態となるとい

う実態か らすれば決 して満足すべ き状態 とはいえない。

このような ことか らシステムのサービス機能としては,

一般診療 と健康管理に重点をお くこととし,主 として既

設の医院,診 療所(巡 回診療所を含む)を 中心に島後に

7ヵ 所,島 前に4ヵ 所のター ミナルを配置し,サ テラ4

トは下位か ら順に島前浦郷診療所,島 後隠岐病院,本 土

松江の日赤病院の3ヵ 所におき,高 度医療の中心 となる

センターは隣県の島取大学附属病院におくこととした。

長崎県五島地区

五島地区は長崎か ら西およそ100kmに あ り大小150の

島よりなる。 これらは若松島以北の上五島 と以南の下五

島と呼ばれている。

このシステムでは当地区のおかれた状況から,救 急診

療,一 般診療,健 康管理の機能を重点的にカバーするこ

とを目標に,タ ー ミナルはシステムに組み込む うえで最

も可能性のある有医の診療所とし上五島,下 五島それぞ

れ4ヵ 所ずつ,サ テライ トは上五島の上五島病院,下 五

島の五島病院 とそれぞれ現在の診療圏を踏襲した形で併

設し,セ ンターを長崎大学附属病院におき,さ らに現在

健診船による医療活動の基地となっている国立大村病院

を セ ン ター 分 室 として機 能 させ る もの とし た。

これ ら二つの離島型僻地で,と くに問題 となることは

海上に孤立して本土 と隔絶されているとい う宿命か ら救

急の場合には船舶または航空機(ヘ リコプタなど)に よ

る患者または医師の輸送が頻繁に起 こり,こ れらの輸送

手段を備えることが不可欠であるとい うこと。(こ の場

合でも悪天候による交通の途絶がある)

また本土における場合のようにある地域で医療サービ

スが充実 されると,そ れが時間的,距 離的な差はあるに

しても隣接他地域への波及効果が期待できるのに反 し,

離島では,そ れがほとん どない とい うことである。

■北海道遠紋地域をベースとした医療機器システム

(48-ROIO;北 海道大学 吉本千禎教授他の グループに

よる研究報告)

北海道では辺地医療対策 として昭和45年 度か ら地方セ

ンター病院,地 域センター病院の構想をたて医療のネッ

トワーク形成を目指 して計画がすすめ られている。

遠紋地域をベースとした医療機器システムを考える場

合,こ のような計画との関連ないしは整合性を考慮しな

いわけにはいかない。

この計画では道立紋別病院を地区センターとし,地 区

医療機関の階層構成をとる医療システムがすでにある程

度できあがっているので,こ れをさらにサポー トする形

での医療機器システムを考えるのがよいと思われる。

このサポー ト機能としてとりあげるものは

診断情報の伝送

診断データの伝送 ・処理

電話にょる情報サービス

病院管理

を主体 とすることとした。そしてこれらの機能が傘下の

各病院,医 院,診 療所でどの程度まで行なわれれば,医

師 もしくは看護婦などの医療 スタッフの代行が可能かを

検討した。 もとより地域医療の改善のためには,医 療ス

タッフの充実 とそれに寄せる地域住民の信頼が第一義的

な課題である。

しかし,現 実にこれが非常に困難な課題であることか

ら,そ の代替手段 として,こ のようなシステムが提案さ
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れ た の で あ る。

■岐阜県飛騨高山地域をベースとした医療機器システム

(48-ROII;東 京大学 渥美和彦教授 他のグループによ

る研究報告)

飛騨高山地域は北アルプス,白 山の二つの連峰にかこ

まれた典型的な山岳地帯である。

したがって積雪寒冷 という自然的条件が住民の医療に

接する機会をはじめから制約している。

このため,こ の地域における医療機器システムの目標

としては住民の医療ないし保健へのアクセスビリティを

高めるというところに主眼がおかれる。

一般的にみて,こ の地域におけるアクセスビリティを

高めるには三つの形態が考えられ,第 一には診療所等医

療機関の新 ・増設 とその機能を強化 ・拡充するとい う形

で,第 二に2～3力 町村 ごとに地区医療センターとして

の診療所を設け,そ こに医療スタッフが通勤するとい う

形で,そ して第三には各町村に優秀なパラメディカル と

CATVを 中心とした伝送システムを装備する診療所を

設け,こ れとセンター病院との間の遠隔診療を行な う形

での ものである。

これ らの三つの形のどれがこの地域で適当であるかは

さらに綿密な調査とこれに基づ く詰めを要することであ

るため,こ の報告では結論は出されていない。

しかし,い ずれの場合であって も,最 小限つぎのよう

なサブシステムを持つ医療 ・保健情報システムをつくる

ことができれば,医 療従事者,住 民の双方からするアク

セスビリティを高めることが可能であるとみられる。す

なわち,

①診療補助情報の提供(医 薬 ・中毒情報など)

②医師の卒後教育(教 材の提供,電 話相談など)

③医療費計算(レ セプ ト作成業務な ど)

④救急医療情報センター,血 液センター

⑤検査 ・健診センター

この報告では これ らの各項目について,そ の必要性と

具体的な実施方法を検討した。

■三重県答志島地域をベースとした医療機器システム

(48-RO12;自 治医科大学 高久史麿教授 他のグループ

による研究報告)

ここでは三重県答志島および島羽市周辺の地域をモデ

ルとし,そ の医療の現状から解決すべ き問題点の優先順

位を検討し,

①検査情報システム(血 液,尿,生 体)

②心電図伝送 システム(自 動解析を含む)

③医療情報サービスシステム(電 話相談,医 療資源,

医学情報ファイル)

④地域住民医療データバンク(ID,保 険 ・医療事務,

体質,病 歴)

⑤画像情報システム(カ ラーTVに よる医療補助,自

動問診,X線 透視)

の五つのサブシステムからなるシステムが考え られた。

システムは答志島地域ほか全県下をカバーする医療情

報センター(三重大学附属病院に設置),答 志島 ・鳥羽市

地域医療サテライ ト・センター(島羽市民病院に設置),

地区端末診療所(答 志,桃 取地区の診療所および島羽市

域の一部開業医院に設置)の 三つレベルで構成されるも

の とし,こ れらの各々の施設にさきにあげたサブシステ

ムの機能を分担させる構成となっている。

このような構想が実現されるための問題点 としては

①地域内医療機関の協力体制

②システムの建設体制と運営主体

③コス ト

④システムに要する人的資源

⑤地域住民,医 師双方からのアクセスビリティー

⑥評価法

⑦法規上の制約

等があげられ,こ れらの問題を今後慎重に検討する必要

のあることを指摘している。

」

■和歌山県地域をベースとした医療機器システム(48-

RO13;和 歌山県立医科大学松下宏教授他のグループ

による研究報告)

和歌山県は県下の僻地医療,健 康管理,救 急医療 を主

体とする広域医療 システム化の構想のもとに県衛生部,

医師会,県 立医科大学の三者で研究調査が実施 されてい

る。

この報告では,そ の第一→段階 としての古座川地区を一
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つのユニットシステムとして考えた場合,医 療機器シス

テムが さきの全体構想のなかでどのように位置づけられ

るか検討した。

古座川地区を対象としたシステムの基本方針は

・ター ミナル(古 座保健所,小 川,七 川保健婦駐在所,

七川診療所)

・サテライ ト(タ ー ミナルを地域的にバックアップす

る基幹総合病院…串本病院)

・センター(タ ー ミナル,サ テライ トを種々の形で

支援する広域中央病院…県立医科大学

附属病院)

の三つのレベルで構成するが,と くにサテライ トとなる

地域基幹病院の機能を拡充,強 化し,あ る程度まではそ

の地域内で医療 ・保健体制が完結することに主眼をおい

ている。

古座川地区ではTV難 視聴対策 として共同アンテナと

ケーブルが設置 されているが,こ れを利用し保健婦が家

庭訪問の際,モ ニタTVを 携帯してター ミナル(診 療所

の医師)と の間で所見やア ドバイスのや りとりをする方

法が考えられている。 これなどは医師の活動範囲を事実

上拡大する一方,医 師の適切なア ドバイスを得ることに

より保健婦活動 も充実することによりこれに対する住民

の信頼感 も増す ものとみられる。

■沖縄県地域をベースとした 医療 機器システム(48R-

014;東 京大学勝沼晴雄教授 および 流球大学西山勇教

授他のグループによる研究報告)

沖縄はその歴史と風土において本土 と著 しい差異があ

る。とくに医療の面では,戦 後20年以上も米軍の施政下

にあったことか ら,医 療制度や衛生行政 も本土 とはまっ

たく異なった経過をたどっている。(医 介補,公 衆衛生

看護婦制度など)ま た,沖 縄は県内に多くの辺地や離島

をかかえているが,沖 縄県じたい も本土からみれば辺地

・離島であるという特殊性が医療の面で もさまざまな問

題をなげかけている。

沖縄における医療のシステム化を考える場合,こ うし

た諸々の特殊性を念頭におかなければな らない。

この報告では二つの群島を例 とする医療機器システム

を検討した。

(1)沖 縄群島における医療機器システム

沖縄群島は沖縄本島のほか伊平屋,伊 是名,伊 江,粟

国,渡名喜,久米の諸島群および南北両大東島か らなる。

医療圏か らみれば伊平屋,伊 是名,伊 江は本島北部の

名護市を中心 とする北部医療圏をつ くり,久 米,粟 国,

渡名喜,慶 良間の諸島は那覇市を中心 とする南 部 医 療

圏,残 りが石川市を中心 とする中部医療圏となる。

この うち那覇(琉 球大学附属病院)が 沖縄群島および

沖縄全体のセンターとな り得るものと考えられる。 この

センターは

①医療情報通信システム(本 島と周辺の離島の間には

有線回線,遠 隔離島 との間には無線回線を設置)

②患者搬送システム(ヘ リコプタ,ホ バークラフ トも

しくは快速船な どを備える)

③遠隔診療システム(有 線,無 線テレックス,VHF

またはUHFに よるTV回 線を使用し,一 般理学的

所見のデータ伝送 と自動解析,TVに よ る遠 隔 診

療,相 談の受付)

等の機能を備える。

サテラ・fトは北部一 名護(県 立名護病院),中 部一

石川(県 立中部病院),南 部一 那覇(県 立那覇病院)

にお き,そ の下にそれぞれ若干のサブサテライ トを,設

けるもの とし,タ ー ミナルは原則 として現在の医介補開

業地に設置することが考えられている。

(2)八 重山群島における医療機器システム

八重山群島は琉球列島の最南部に位置し,宮 古群島と

台湾との中間にあり大小19の 島よりなっている。

ここでは石垣(県 立八重山病院)に サブセンターをお

き,こ れを中心に患者輸送が陸路可能な地域を第一種,

小型船舶またはホバークラフトで,30分 以内の島部を第

二種,航 空機または小型船舶で可能な島部を第三種,小

型船舶によってのみ可能で時間距離1時 間以上を要する

島部を第四種の圏域 とし,そ れぞれのレベルにしたがっ

て通信,映 像,情 報処理,搬 送等の各種機器を配備する

ものとした。

以上二つの地域における医療機器システムによって,

これ らの地域の第一次医療はセンターのバ ックアップに

よってかな り向上するものとみられる。

(菅井和郎 ・技術部)
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産業構造審議会情報産業部会中間答申(要約)

産業構造審議会 は,通 商産業大臣か らの昭和48年10月23日 付諮問第37号 「情 報化及 び情報産

業 のあ り方,並 びにこれ らに対す る施策の あ り方如何」に対 して去 る9月27日 に中 間 答 申 し

た。以下,そ の要約 を紹介す る。(文 責 ・当財団)

亀

●

1は じめに(省 略)

ll現 在の課題と情報化の必要性

ω わが国経済をめ ぐる制約条件の強化

(2)国 民ニーズ多様化,高 度化 と対応策の要請

(3)情 報化の必要性

産業の情報化,コ ンピー ユタを中核 とした情報

システムによる社会の情報化,生 活の情報化

(4)情 報化推進施策の方向

国民のニーズに沿った情報化を進め て い くに

は,今 後かな りの投資が必要と考えられ,長 期的

計画的かつ効率的に進めていくことが必要である

ろ う。

このため,今 後各分野において必要とされる情報シス

テムについて,そ の内容 と緊急性,さ らに開発,推 進体

制のあり方を十分に検討することが,次 に,情 報化を健

全に進めて行 くためには,そ の基盤 となる情報の流通の

促進,情 報化に的確に対処してい くための人間の適応の

問題,す なわち情報化マイン ドの育成等を講ずることも

必要であり,ま た,情 報化に伴 うデメリットとしてのプ

ライバシーの侵害や管理社会等の危険の回避の方策を検

討することも重大な課題 と考 えられる。

さらに,円 滑な情報化の進展のためには このような情

報化の供給面を担 うコンピュータ産業,情 報処理産業を

含む情報産業の健全な発達が不可欠である。このような

情報産業のあり方,振 興の方策等について も十分な検討

が必要である。

皿 情報システムの整備

1.情 報システム化の方向

情報化を促進すべ き分野として,ニ ーズの高いと思わ

れる9分 野をとりあげる。

(1)行 政分野のシステム化の方向

(イ)行 政部門における情報化は,昭 和30年 代の中頃よ

りまず中央行政機関で始ま り,そ れ以後高度な科学

技術計算,統 計調査や内部管理業務の大量反復的定

型業務を中心として進んできた。今後 も当分の間は

定型的事務処理 システムの開発は続けられなければ

な らない。

回 豊富な情報をベースとして,各 々の行政機関の行

政目的の遂行に必要なプランニングのためのシ ミュ

レーシ。ン・モデルを中心 とした情報 システムを確

立し,最 適の解決策が種々の観点から模策しうるよ

うな体制へ と質的高度化を図ることが肝要となる。

更には,行 政機関の情報システム間のネットワー

クを確立し,情 報の交換を容易にし,よ り高度な行

政計画を策定できるようなシステムが長期的に要求

されよう。

内 行政機関において収集あるいは生成 される各種情

報を国民全般が効率的に活用で きるような体制並び

に情報システムを確立する必要がある。

② 産業分野のシステム化の方向

(イ)わ が国における情報化は昭和30年代の初期か ら産
、

業分野とりわけ企業内部の情報システム化による省

力化,効 率化を中心 としてコンピュータの高度化に

つれて順調に進展してきた。その適用分野は生産,

販売,在 庫,経 理,人 事,設 計,企 画等広汎多岐に

わた り,そ の利用水準 も単なる集計計算から高度の

予測解析にまでおよび,利 用形態 もバ ッチ処理か ら

オンライン処理へと移行しつつあり,情 報化のレベ

ルはかな りの高 さにまで達しているといえよう。
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(V)シ ステム化は生産,販 売,詔1庫 等のオペレーショ

ナルな部門ではさらに適用分野が拡大すると同時に

内容 も更に高度化 し,省 力化,効 率化が一層進み非

人間的な作業からの解放 と安全で快適な労働環境が

確保されるようになろう。

一方,経 営計画部門では適切な情報に基づ く予測

解析的な判断業務への適用が さらに加速されるであ

ろ う。

ρ寸 系列企業間等における情報ネットワークによる各

種情報の相互利用が図られていくであろう。

⇔ 研究開発関係では,特 許情報検索システム等科学

技術情報提供システムの開発を強力に推進していか

ねばな らない。

㈹ また,こ の分野の情報化は大企業を中心 として進

展してきたが,中 小企業における情報化はこれに比

して極端に遅れているのが現状である。 これは情報

化のための機器や要員等に対する投資が多額である

ことに大 きく起因はしているものの,最 近では労働

力の不足,人 件費の高騰,業 務の増加等により情報

化を指向する企業 も増加しつつある。 したがって,

投資額や要員不足等の問題に対処 し情報化のメリッ

トを享受するためには情報システムの共同利用を図

ってい くべ きであると考えられる。

{3)医 療分野のシステム化の方向

国民に対する医療サービス向上のためのバックアッ

プシステム,医 療機関における管理体制の改善のため

のシステム及び医療関係者の質的向上のためのバック

アップシステムを早急に開発,導 入する必要があると

考えられる。このためには財団法人医療情報システム

開発センターにおけるシステム開発を積極的に推進す

ることが適切であろう。

(4)交 通 ・物流分野のシステム化の方向

その一は自動車総合管制システムにみられるような

交通関係情報の有効活用による効率的輸送及び効率的

道路設備の活用である。その二はコンピュータ制御に

よるCVS(ComputerControlledVehicleSystem)等

の新しい交通システム,物 流システムであり,生 活環

境の改善は もちろんのこと副次的メリット・として安全

性,省 力化さらには省資源化に貢献するものである。

㈲ 公害 ・環境分野のシステム化の方向

大気汚染を例に とれば法令の他に監視システムを確

立し,大 気汚染の発生状況を常時観測把握し,適 切な

分析による規制等の対策をとる必要がある。 このよう

な情報システムはまず特定地域において開発され,順

次地域の統合による広域的なシステムへと波及すべ き

性格の ものであるが,こ のような進展により,総 合的

な大気汚染防止が図られるものである。 さらに同様の

情報システムを水質等の汚染防止にも適用すると同時

に高度な予測手法を開発し,事 前に汚染の発生を予測

し,未 然防止を図る必要がある。

また,環 境保全の問題は広汎多岐にわたるとともに

公害防止技術,公 害予測技術 も各国各所で研究開発 さ

れているところか ら公害あるいは環境問題に関連する

情報を体系的に整理蓄積し国の施策,民 間の研究開発

等に利用できるようなデータバンクも必要である。

⑥ 防災 ・防犯分野のシステム化の方向

(イ)災害の発生の可能性を事前に検知予測で きるよう

な情報システムや災害の発生後についてはこれを最

小限に食い止めることので きるような情報システム

が必要である。

回 火災については,消 火要員の質的量的拡充は もち

ろんのこと,火 災に対する消火技術の開発 も必要で

あるが,早 期発見,早 期の予測及びこれに基づ く適

切な避難誘導,迅 速な消火等のための情報システム

の確立が不可欠である。

⇔ 家庭 あるいはビル等における犯罪発生検知及び通

報のための防犯システムや,自 動車の盗難,犯罪歴,

指紋等の犯罪情報に関する全国的なデータバンクの

確立が必要である。

(7)教 育分野のシステム化の方向

学校教育においてはCAI(ComputerAssistedIn-

struction)シ ステムの開発により自己学習あるいはコ

ンピュータを利用した問題解決型教育等を可能にし,

また,CMI(ComputerManagementInstruction)シ

ステムの開発を通 じて教員を教育本来の仕事に専念で

きるようにし,全 体 として教育の質的向上を図ること

である。

社会教育については,新 しい知識水準の向上や職業
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再教育等のためのCAIシ ステムの開発により社会人

が自らの必要性に応 じて変化の激しい新しい社会に適

応できる知識を吸収できるようにすることである。

{8}流 通分野のシステム化の方向

基礎物資等の生産,流 通,消 費等の各段階における

情報を的確,迅 速に把握し,必 要に応 じて適切な施策

あるいは正確な情報の提供により社会的調整を未然に

図ることができるような新しい情報システムの確立が

早急に必要である。

(9)地 域社会生活分野のシステム化の方向

行政機関における住民に対する窓口業務等の簡素化

や要望,苦 情に対する迅速なサービスの向上を図るた

めの情報システムや日常の家庭生活において必要な各

亀 種情報の主体的選択を可能にするとともに生活の合理

化を図るための情報システム,さ らには社会教育シス

テム等を折 り込んだ総合的な生活情報システムを開発

普及し,情 報化の恩恵を日常の生活面にまで浸透 させ

地域社会生活の向上を図る必要があると考えられる。

このような観点から財団法人生活映像情報システム開

発協会におけるシステム開発の進展が期待 される。

2.情 報システム開発普及向上の問題点

第一に,こ れ らの情報システムはその技術的先進性,

開発期間の長期性,研 究開発の大規模性等の性格から,

巨額の投資を要するものが多く,シ ステムの公共的性格

か ら経済的採算がとり難いものも少なくない。

第二に,こ れ らのシステムは,そ の適用 される範囲が

複雑多岐にわたってお り,ま ナこシステムの構成 も情報化

技術,社 会科学的技術,自 然科学的技術等の集積か らな

るものであるため,そ の研究開発にあたっては,異 なる

分野の専門家を結集し,実 際的アプローチを行な うこと

が不可欠である。しかしなが ら,多 くの情報システム・

プロジェクトについて,こ のような人材を結集すること

は容易ではない。

第三に,現 在の経済社会の高密度化,複 雑化は必然的

に個人間,企 業間等の有機的関連性を高めてお り,個 々

のシステムにおけるインパク トは,個 々のシステム内部

に とどまらず,急 速広範かつ複雑に社会全体に波及して

い く。 このため,こ れらシステムの直接的効果ばか りで

な く,副 次的効果や影響についても事前に可能な限 りの

検討が必要となっている。

第四に,新 しいシステムの開発 と普及にあたっては,

既存の制度,習 慣等 との調整が問題になる。すなわち,

新しいシステムは,新 しい福祉サービスを提供 し,そ の

社会的評価を得つつ普及,定 着していくものであるが,

開発や普及の初期段階では既存の制度や慣習と衝突する

ことも多く,既 存の法令,制 度,慣 習等の改善等,必 要

な調整を行なうことが必要である。

3.情 報システムの開発と普及のために政府のとるべ

き施策

以上のような問題点を踏まえて,情 報システムの円滑

な開発と普及を図るためには,政 府 としては次のような

施策をとることが必要である。

ω 政府による先進的モデル ・プロジェク トの開発

(イ)情報 システムのうち公共的かつ先進的な ものの開

発には政府による特定地域,特 定集団等を対象 とし

たモデル的なデモンス トレーション・プロジェクト

の推進が有効である。

同 公共的な先進モデル ・プロジェクトの開発は先端

的技術の開発であるため,各 方面の人材の結集を要

し,か つ,そ の性格上経済的採算がとり難い。

このため,民間プロジェクトとしてはなじみ難 く,

国が開発面で重要な役割を果してい くことが必要で

あるが,次 の理由か ら新たな開発母体を設立し,推

進することが必要である。

① 社会情報システムは,国 民の生活に直接の影響

を及ぼす ものであり,そ のシステムの開発 と普及

にっいて,特 に厳重な責任を要求 されるが,責 任

の所在を明確にする意味で実際にシステムの開発

に専念する組織が必要である。

② 開発されたシステム技術の知識は,他 の情報シ

ステムへ も活用されるべ きであるが,既 存の行政

機関では,行 政の執行が中心であ り,社 会情報シ

ステム関連の技術蓄積には必ずしも適した形であ

るとはいい難い。このため独立の機関を設立し,

システム技術の蓄積とその定着を図ることが望ま

しい。
、
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③ 予算面,人 材面等において,既 存の行政機関よ

り柔軟性を要求 される場合があり,ま た,デ モン

ス トレーション・プロジェクトの実施には,地域,

住民等 との間に定型的業務を大量に処理する必要

のある場合 も多い。

④ 既存の行政機関では,縦 割的アプローチにな り

勝ちであり,社 会情報システムのような多領域に

またがるシステムについては,各 方面か らの総合

的アプローチを必要とするため,新 たな組織で関

係官庁の一致協力の もとに研究開発を行 うことが

適している。

② 民間におけるシステム開発の誘導

公共的プロジェクトでも経済的採算が取 り得るもの

については,民 間での開発に委ねることが効果的であ

り,情 報産業の振興に寄与することが多い。

しかしながら,シ ステム技術や情報産業の未成熟な

わが国においては,こ の分野において民間のみの自発

的努力により早急な発展を期待することは 困難 で あ

る。したがって,国 からの委託や補助金の交付による

開発を行な うとともに,普 及段階においては生産者に

対して税制,金 融上の優遇措置等を講ずるべ きであろ

う。

私的システムの開発は,原 則として民間の自主的努

力に委ねるべ きであると考えられるが,シ ステム規模

が大きく,多 額の投資を要し,リ スクを伴 うものにつ

いては,わ が国情報産業の 定着 を 図 るための 「呼び

水」 として,民 間総力の結集が可能 となるよう開発体

制を指導するとともに開発普及の両面にわナこって,金

融,税 制面での優遇措置を一定の期間に限って実施す

ることも必要である。

情報システムの運営は,可 能な限 り民営とすること

が効果的であると考えられるが,公 共性の高いシステ

ムについては,地 域住民に密着したきめの細かい対応

等が必要であることか ら,地 方自治体の開発への協力

と普及段階における運営主体 としての役割が期待され

る。

{3)先 進的技術開発と標準化の推進

例えば情報検索やパターン情報処理,信 頼{生向上の

ための技術開発,人 間の行動と心理を十分に分析した

マン ・マシン ・インターフェイスに関する端末機等の

ハー ドウェアおよびソフ トウェアの開発等が地道な研

究の積重ねの上に進められることが望まれる。

このような研究開発を着実に推進するため,国 の試

験研究機関,大 学,民 間研究機関等が,相 互に密接な

連携 をとりつつ,体 系的 に 研究を推進することが必

要であり,研 究開発費への重点的投入が不 可 欠 で あ

る。

また,情 報システムの今後の普及に伴 って,ソ フ ト

ウェアや部品等の互換性の確保によるコス ト・ダウン

や必要に応じて全国的なネットワークを形成しうるよ

うにするため,標 準化の推進が必要である。

IV情 報化の基盤整備

情報化の促進を図ってい くために整備すべ き基盤 とし

て,第1は 情報化の効率的普及 と円滑な情報流通体制の

整備,第2と して健全にして持続的な情報化の実現 第

3に 情報化の進展に伴い副次的に発生が予想 されるマイ

ナス効果の除去,第4に 既存の法律制度等 と情報化の調

和,第5は 国際的関連での基盤整備の5つ の問題点があ

げられている。 この問題点に対する視点と政府がとるべ

き施策が述べ られている。(次 頁表参照)

V情 報産業の進む道

これまで述べられてきたコンピュータテクノロジーの

活用,情 報化の推進のために,そ の供給面を担当する産

業 として,ま た,わ が国産業の リーディング ・インダス

トリーとして情報産業について,発 展の方向と振興のあ

り方を検討することが重要課題である。 このような点か

ら,本 章では情報産業の位置づけ,問 題点,発 展の方向

が述べ られ,次 いで政府の とるべ き施策が提案 されてい

る。

1.コ ンピュータ産業

コンピュータ産業は,そ れ自体が知識集約型,省 資源

・省エネルギー型 ,無 公害型産業の典型であ る の に加

え,他 産業の情報化 ・システム化を促進することにより

わが国の産業構造の高度化における戦略的産業 としての

重要性を有している。また資源の乏しい日本にとって,・
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問 題 点i考 え 方 の 視 点 政 府 が と る べ き 施 策

情報の流通促進 ・情報の収集蓄積過程 における効率化

・情報流通 ネッ トワークの必要性

・標準 化の要請

・ソフ トウェアの流通促進

・デー タバ ンクの振興

・情報流通 ネッ トワー クの育成

通信 回線利用の容易化,低 廉で操作 容易な
端末機の開発,基 礎技術の開発

・標準 化の促進

・ソフ トウェアの法的保護

情 報化 マイ ン ドの育成 と情報処理教育

(健全な情 報化の実現)

・情報 化マイ ン ドの育成

・情報処理教育 の必要性

・情報 化マイン ドの育成

新 しい教育体系の確立,情 報のユーテ ィリ
テ ィ化 の 促進,学 校 への コンピュータ導
入の促進,一 般市民に対す る啓発運動の推
進

・情報処理教育の充実

情報処理技術者教育の 目標設定,情 報処理
教育の再検討 とその充実,情 報処理 教育機
関の充実,情 報処理 部門管理 者の養成

情 報化に伴 う副 次的マイナス効果の除 去 ・プライバ シーの侵害の危険

・管理社会化の弊害

・安全対策の必要性

・プライバ シー保護対策

個人 デー タ等に関 し,所 在調 査,使 用範 囲
の遵守,閲 覧 ・訂正 ・差止 ・損害賠 償等請
求権利の法制化,使 用に関 す る公示制度 ・

監視制度,デ ータセ ンターの届 出制等の整
備な ど

・管理社会化の弊 害の回避

国の収 集情報 の特定 目的外の 使用禁止,情
報 源の多元 化 と情報流通の 多チ ャネル化,
情 報化マイ ン ドの育成

・安全対 策の充実

事 故防止 技術 の研究 や保安設備の充実の た
めの指導 および金融等の助成,情 報化保険
制度の創設

既存法制等と情報化の調和 ・情報 化 と既存法制 とのぞ ご

情報 化進展 に合 わせた法律 ・制度

の改変,運 用 についての検討

・各種公共情報 システム化 における法律上制

度上の 問題点の調査

・同上調査結果 による必要な立法化

・EDP会 計採用の ための立法措 置

情報化の国際的展開 ・国際情報 ネッ トワークの急展開

・発展途上国 に対す る情報化協力

・国際情報 ネッ トワー クの的確な対応

わが国 における将来の あ り方の検討,国 際
間 デー タ伝送の情 報に対す る法 的問題の検
討,わ が国 デー タ通信関係法 の再検討,料
金体系の検討,ア ジア地域 の共 同コン ピュ
ー タセンター等の設立

・発展途 上国への情 報化協力 の推進

情 報化協力体制 の整備拡充,相 手国 ニーズ
の把握

コンピュータ産業は輸出産業の中核となることも期待 さ

れる。

しかしなが ら,こ の産業には,他 産業とは特異な問題

が存在する。第1は 世界的巨大企業が存在 しガリバー型

寡占体制を意識せざるを得ないことであ り,第2に レン

タル制 とい う販売形態であ り,第3に 膨大な研究開発投

資を必要 とすることである。

このため,コ ンピュータ産業は これらの問題を十分に

考慮して,健 全な発展のため,次 に示される方策を検討

することが必要であろう。
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(1)3グ ループ内の開発 ・生産 ・販売における協調体

制の深化

{2}機 器製造業か らシステム とメーカーへの転進

㈲ 今後の技術開発の方向

・将来機種に対抗で きる技術力の確保

・柔軟性のあるシステム,目 的志向のシステムへの

方向

㈲ 国際的発展への対応

(5)コ ンピュータ産業 と関連産業とのバランスのとれ

た発展
、
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これに対し,政 府はコンピュータ産業を育成振興する

ために,次 の施策をとるべきである。

(1)協 調体制を促進するttめに必要な資金の援助等

(2}基 礎技術やパターン認識等の応用基本技術等の開

発の促進

{3)自 由化後の環境整備

外資系企業のわが国における秩序維持のための施

策,特 定電子工業及 び特定機械工業振興臨時措置法

の機動的な運用 と法制の整備,公 正な市場競争の維

持のための施策,官 公需における国産機 の 優 先 使

用,緊 急事態へ対処

(4)販 売 ・サービスカの強化

JECCレ ンタル制度に柔軟な方式の導入,同 レ

ンタル資金面の拡充,地 域に中立的なPRセ ンター

の設置

㈲ システム形成力の強化

社会開発システムの発注による支援,ユ ーザーの

システム機器導入に対する開銀融資,端 末機器のた

めの電子機器技術の発達を支援するための補助措置

㈲ 国際的発展への基礎整備

国産機のPR,コ ンピュータ関連国際会議の誘致,

外国のコンピュータ要員訓練への協力,外 国で計画

中の各種プロジェク トへの積極的な協力,国 産機に

対する輸出金融制度。

2.情 報処理産業

情報化の進んだ社会では,情 報それ自体が価値をもつ

商品 として位置づけられ知的創造が経済社会発展の推進

力 として認識されるが,情 報処理産業は,こ のような情

報化の進展の中で情報の生産 ・流通を経済行為 とする新

しい産業で,情 報化の中核をになうものとして発展が強

く期待 される。 このような情報処理産業 は,ソ フ トウ

ェア業,情 報処理サービス業,情 報提供サービス業,シ

ンクタンク業に区分することができる。この情報処理産

業がかかえている問題点としては,第1に,企 業規模の

過少,第2に 業務内容がいまだ低水準であること,第3

に過当競争があげられる。第4に シンクタンク業におい

て,シ ステムズ ・アプローチを駆使した研究を主導する

コーディネーターが不足しているため,そ の実力を十分

発揮 されていない ことがあげ られる。

これらの問題点の背景 として,情 報の価値意識が確立

されていない,ハ ー ドウェアとソフトウェアの価格区分

が明確でない,情 報処理技術者が不足 している,市 場が

ハー ドウェアメーカー主導型で,情 報を売買するマ・fン

ドが定着していない,副 業的性格の企業が多いこと,官

業のデータ通信サービスとの調整が未解決なこと,な ど

があげられる。 このため,情 報処理産業の健全な発展の

方向として,次 の問題の解決が要請されている。

ω 情報処理産業の体質の強化

② 情報処理業者によるネットワークの形成

(3)技 術発展力の強化

{4)社 会的プロジ・クトへの参加 と国際的酬 情報 ●

産業の技術力 ・企業力の向上に伴い社会開発システ

ム等の大型プロジェクトへの参加

これに対して,政 府がとるべ き施策を次に揚げる。

ω 企業基盤の強化のための施策

情報処理振興金融措置制度の拡充と同制に関連し

て情報処理振興事業協会が行な う情報処理業者の資

金借入のための債務促証業務の一層の強化,企 業基

盤強化を促進するための金融税制措置

② 信用力の付与

情報化保険制度の創設活用やデータ保護対策の充

実等何 らかの方法により情報処理業者の信用力を付

与すること

(3)ソ フ トウェアの流通基盤の整備

、 データフォーマット等コー ドの標準化によるソフ

トウェアの標準化,ソ フ トウェアの法的保護,ソ フ

トウェアの価格決定方式の確立

e4}情 報処理技術者の養成

確保すべ き量 と質の目標を明確に設定される必要

であ り,学 校教育 と社会教育の体系的な教育が行な

われなければならない。また,企 業内教育を積極的

に助成推進 すべ きであろ う。 高度 の 教育を行なっ

ている財団法人情報処理研修センターの拡充 ととも

に電子計算機学校等の位置付を検討する必 要 が あ

る。情報処理技術者試験は,そ の拡充にあわせて試

験合格者に対する再教育を検討すべ きである。シン

クタンク業においては,シ ステムズ ・エンジニア

一一鵠ee-・
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の養成確保 とともに,現 要員の再教育,プ ロジェク

トリーダ等新しい機能を担当する人材の養成を考慮

しなければな らない。

㈲ 技術開発の促進

情報処理振興事業協会の特定プログラム開発委託

事業,ソ フ トウェア ・モジュールの研究開発事業の

拡充等を中心に施策の拡充展開を図ってい く必要が

ある。

⑥ ネットワーク化のためのi基盤整備

オンライン ・ネットワークによる新しいサービス

の提供を促進するため,金 融面での助成とともに通

信回線の使用について改善を図ることが望しい。

(7)政 府プロジェク トの発注

政府は,率先して社会システム・プロジェクトを発

注することにより,既 存産業のシステム構成能力 と

情報処理産業のシステムカ,情 報処理能力の向上を

図るべ きである。また,委 託発注の方法について,

研究開発成果の評価制度の確立,価 格算定方式等の

整 備 を 図 って い く こ と も必 要 で あ る。

VIお わ りに

情報化及び情報産業に関する施策全体を通 じて,改 め

て次の点が強調 されている。

第1に 今後の情報化施策の視点は,情 報化のテクノロ

ジーを用いて将来にわたる国民のニーズに応 じてゆくこ

とにある。

第2に,最 近の情報化の進展の状況の下で問題視され

ている,情 報化の弊害 といわれる面の除去に積極的に努

力を行な うべ きである。

第3に,情 報化の発展のためには,そ れを支える情報

産業のわが国における健全なる定着が不可欠であ り,こ

のため政府 として情報産業の振興のため,十 分なる対策

を講ずるべ きであるが業界においても,そ の使命を自覚

し,産 業体質の強化のために十分なる努力を傾注すべ き

である。

,,寧
日1
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海外 ニュー ス

英 国ICL・ 新 シ リー ズ2900を 発 表

ニ ュー ・ICLと ク ロ ス構 想

英 国の コ ン ヒ。ユー タ ・メー カ ーICL(lnternational

ComputersLtd.)は10月23日,新 シ リー ズ2900を 発 表

し た。 同 シ リー ズ はICLが 社運 を 賭 け て 開発 し た と も

言 われ,今 後 英 ・欧 州 大 陸 は もちろ ん,世 界 市 場 での マ

ー ケ テ ィン グに 全 力 を注 ぐこ とに な ろ う。

周 知 の よ うにICLは,英 国 政府 が参 画 し て い る 国策

コ ン ピ ュー タ ・メー カー で あ り,1968年8月 のICT,

EE(EnglishElectric)両 社 の合 併 で最 終 的 に 成 立 した 。

そ の後 今 日に 至 るま でICT系 の1900シ リー ズ(IBM

互 換 性 な し)とEE系 の シス テ ム(IBM互 換 性 マ シ ン)

を主 力 機 とし,欧 州 最 大 の コ ン ピ ュー タ ・メー カー とし

て発 展 し て きた 。

ICLは1900,シ ス テ ム4両 主 力 機 の うち,1900の 方

を 重 視 して き7c。 これ は設 立1カ 月 で1908Aと い う超 大

型 機 開 発 計 画 を 打 ち出 した こ とで裏 づ け られ る(さ らに

71年 以 降 に は1900S,1900Tと い う改 良 バ ー ジ 。ン も発

表 し てい る)。 しか し1908A開 発 計 画 に つ い て は,1年

後(69年9月)突 如Project52と い う新 計 画 に 切 りか

え られ た。 この 計 画 につ い て は70年 初 頭 に 「本 腰 を入 れ

て い る」 と伝 え られ たが,そ の 後 葉業 界紙 の紙 面 か ら も

全 く姿 を 消 して し ま った。 か わ って 登場 し たの が 「ニ ュ

ー ・レ イ ンジ 計 画」 だが
,今 回 の2900発 表 時 に5年 の歳

月 を投 じた と言 って い る と ころ か らみ れ ば,す で に1908

A開 発 を断 念 した 時 点 に お い て新 シ リー ズ 構想 が 出 て い

た もの と考 え られ る(ニ ュー一・レ イ ン ジが2900と い う正

式 名称 を とる以 前,今 回 発 表 され た モ デル2970はP4,

2980はP5と い うコ ー ド ・ネP－ムで 呼 ばれ てい た。 この

PがProject52の 符号 か ど うか は 判 然 とし て いな い)。

さて1908A(68年8月 一69年9月),Project52(69年

9月 一70年 初 頭?),NewRange(69年?-74年10月)

とい う3つ の開 発 計 画 が 進 め られ て い る間 に,ICLの

将 来 を 占 う意 味 で重 要 な2つ の で き事 が あ った。72年 の

電 撃 的 トップ交 代 と73年4月 の 小 型 機2903発 表 で あ る。

トップ交 代 は,72年3月Wall会 長 に か わ って 元IB

M・UKのHudson氏 が,5月 に はHumphreys常 務

に か わ って 元UnivacのG.Cross氏 が 就 任 す る とい う

形 で 行 な わ れ た。 英 国策 メー カ ー の トップが,IBM,

Univacと い う代 表 的米 系 企 業 の 元 幹 部 に よ って 占め ら

れ た こ とに な り,マ ー ケ テ ィン グ指 向 の ニ ュー ・ICL

な る もの が 成 立 した。 ク ロス氏 は着 任 早 々,・ 売 上 げ倍

増 ・売 上 げ高 の 半 分 以 上 を海 外市 場 で ・利 益 安 定 ・サ ー

ビス拡 充 ・顧 客 の 名 声 獲 得 を5年 間 で達 成 しよ う とい う

構 想 を た て た。

ク ロス構 想 の 成 否 は,ニ ュー ・レイ ンジ の成 否 に かか

って い るわ けだ が,73年4月 に 登 場 しt小 型機2903は,

新 顧 客 の獲 得,大 陸 市 場 での ハ イ ・ペ ー ス の 受注 な ど,

ク ロス氏 に絶 大 な 自信 を与 えtc。2903は 発 表 当 時 こそ ニ

ュー ・レイ ンジ の 一 部 か ど うか定 か に され な か った が,

現 在 で は2900シ リー ズ の 小型 機 とみ られ て い る。

2900シ リー ズ

ICLが 今 回発 表 し たの は 新 シ リー ズの うち,モ デ

ル2970,2980の 大 型 二機 種 。 競 合機 種 とし て は,IBM

370/158,168,HISシ リー ズ66/80,66/60な ど主 力 メ

ー カ ー の大 型 機 が あ げ られ る(表1)。

2900シ リー ズ の ソフ トウ ェア,ハ ー ドウ ェ ア,新 周辺

装 置 な どに つ い て は,現 時点 では 詳 細 は 不 明 だ が,英 国

業 界 紙 な どに よ って次 第 に全 貌 が 明 るみ に 出 され つ つ あ

る。ICLは 新 シ リー ズ 開発 に 当 り,コ ン ピ ュー タ ・ユ

一34一
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表1モ デ ル2970,2980と 競 合 機 種

一 「 一

IBM}ICLl…d…1・ ・ney・ ・11U・ ・vac…CDC/NCRi・ ・…ugh・ ・
-i

370/168 2980 一 66/80 1110
Cyber76
Cyber175 B7700

370/158 2970 CIIIris80 66/60
66/40

1108
Cyber174
Cyber173

B6700
B5700

370/145 1904S.4/72 7,750 66/20 1106
Cyber172
Century300 B4790

370/135 1903T.4/52 7,740 2060 90/70 Century251 B4700

370/125 1902T 7,730 64/40.2050 90/60 Century201 B3700
B2700

370/115 1901T 7,720 64/20.2040 90/30 Century151 B1728

S.3/15 2903 一 62/60 90/30 Century151 B1726

S.3/10 2903 404/3 62/40 一 Century75 B1714

S,3/6 一 一 61/60
61/58

一 Century8200 B700

3790 MTC7500 } MTS7500 一 一 一

3735 一 300 MTS7500 Usc500 299,399 TCseries

－ ザ ー の将 来 の ニ ー ズ とい う もの を徹 底

的 に調 査 し て い る。 この結 果 ・デ ー タ通

信機 能 ・使 い や す さ ・デ ー タ マ ネ ジ メ ン

ト機 能 な どを は じめ,ユ ーザ ー の 多 くの

要求 が は じ き出 され た。 これ を も とに ま

ず ソフ トウ ェア を設 計 し,次 い で ハ ー ド

ウ ェア とい う具合 い に従 来 のICLの 逆

の や り方 を採 った。

新 シ リー ズ の ア ー キ テ クチ ャア決 定 に

際 し,ICLが 最 終 的 に採 用 し たの は,

VMA(バ ー チ ャル ・マ シ ン ・ア ■・一ーキ テ

クチ ャア)と 呼 ば れ る もの で,こ れ は バ

ー チ ャル ・メモ リ概 念 を1歩 進 め
,主 記

憶 リソー ス だ け で な く,周 辺 装 置,オ ー

ダ ー ・コー ド ・プ ロセ ッサ,通 信 ネ ッ ト

ワー ク,デ ー タ,ソ フ トウ ェアな どあ らゆ

る リソ ー スの マ ネ ジ メ ン トを網 羅 し よ うとす る もの で あ

った。 シ ス テ ムの 中 核 を成 す オ ペ レー テ ィ ング ・シス テ

ム は,1,㎜ 名 の 強 力 な ソ フ トウ ェ ア開 発 陣 の4割 を投 入

し て 「シ ス テ ムB」 と称 す るOSが 開発 されt。 ハ ー ド

ウ ェア面 では,シ ステ ム4で 使 用 しt6レ ベ ル ・ボ ー ド

の マ ル チ レ ー ヤー ・プ ラ ッ ター 技術 を18レ ー ヤ ー ・ボ ー

ドま で拡 大 し7。 な お モデ ル2970,2980の 仕 様 を も とめ

る と表2の よ うに な る。

周 辺 装 置 につ い て は,2900シ ス テ ムで も従 来 の1900,

表2モ デ ル2970,2980の 仕 様

仕 様}298・1297・

オ ー ダー ・コー ド ・プ ロ セ ッサ

(OCP)

基本型 拡張型 基本型 拡張型

11・ 1 2

ス トア ・ア ク セ ス ・コ ン トロ ール

(SAC)
1 2 1 2

ス トア ・マ ル テ ィプル ・ア ク セ ス
・コ ン トロール(SMAC) 2 4 1 3

主 記 憶 1M
バ イ ト

8M
バ イ ト

768K
バ イ ト

6M
バ イ ト

1900又 は シ ス テ ム4

プ ロセ ッサ/エ ミュ レー タ
一 1 一 1

ス プ

ル ツ

1ト

SMA27肋 ・・ ト/秒116耐 ト/秒

SAC 16Mバ イ ト/秒 16Mバ イ ト/秒

トラン ク ・ラ イ ン 4Mバ イ ト/秒 4Mバ イ ト/秒

ス トア ・ス ピー ド
600ナ ノセ カ ン ド

/16バ イ ト

・500ナ ノセ カ ン ド

/8バ イ ト

価 格 460万 ドル 180万 ドル

シ ス テ ム4両 主 力 機 の 周 辺 装 置 を併 用 で きる よ うに な っ

て い るが,新 シ リー ズ 向 けの 装 置 も発 表 され てい る。 申

で も注 目 され るの は デ ィス ク ・パ ックで,こ れ は2900シ

リー ズ の バ ー チ ャル ・メ モ リ ・シ ステ ムを サ ポ ー トす る

た め に 設計 され た。 大 型 の 可 変 デ ィス ク ・ス トアは2種

発 表 され,各100Mバ イ トと200Mバ イ ト。 磁 気 テー プ シ

ス テ ムは,120Kバ ・fト/秒 ～320Kバ イ ト/秒の もの が 用

意 され て い る。 そ の他 の 装 置 も含 め,新 周 辺 装置 の機 能

を ま とめ る と表3の よ うに な る。
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表32900シ ステムに導入 された高性能周辺機 器一覧

ダ イ レ ク ト ・ア ク セ ス装 置 キ ャパ シ テ ィ 最高伝送速度 平 均ア クセス時 間

固定 ヘ ッ ド ・デ ィス ク ・ス トア:FHD-6

デ ィス ク ・パ ッ ク:EDS-100

デ ィス ク ・パ ッ ク:EDS-200

6Mバ イ ト

100〃

200〃

2.8Mバ イ ト/秒

806Kバ イ ト/秒

806〃

5.2m秒

38.3〃

38.3〃

磁 気 テ ー プ ・シ ス テ ム 記録方式 公称 デ ー タ ・レー ト 備 考

MT-120

MT-200

MT-320

位相変調方式

位相変調方式

NRZI

位相変調方式

120Kバ イ ト/秒

200Kバ イ ト/秒

100Kバ イ ト/秒

320Kバ イ ト/秒

2又 は4個 の トラ ンス ポー ト

内蔵 コ ン トロ ール

4個 まで の トラ ンスrf-一 ト

取 りはず し可 能 コ ン トロー ル

4個 まで の トラ ンス ポ ー ト

取 りはず し可 能 コ ン トロー ル

1/O装 置 パ フ ォー マ ンス

カ ー ド ・ リ ー ダ:CR-1200

カ ー ド ・ リ ー ダ:CR-2000

カ ー ド ・パ ン チ:CP-100

デ ィ ジ タ ル ・プ ロ ッ タ:DP-1

紙 テ ー プ ・ リ ーーダ:PTR-1500

紙 テ ー プ ・パ ン チ:PTP-110

ラ イ ン ・プ リ ン タ:LP-1500

1,200カ ー ド/分

2,000カ ー ド/分

100カ ー ド/分

1,800イ ン ク レ メ ン ト/秒

1,500キ ャラ ク ター/秒

110キ ャラ ク ター/秒

1,500行/分(48キ ャ ラ クタ ・セ ッ ト使 用 時)

る

受 注2100万 ポ ン ド

ニ ュー ・レイ ンジ で注 目 を集 め てい た こ と の ひ と つ

に,IBMコ ンパ テ ィ ビ リテ ィの 問題 が あ っ ナこ。 結 果 的

には1900シ リー ズ 同 様 非互 換 性 を採 用 し,従 来 の 政 策 を

貫 ぬ くこ とに な った 。 これ は 欧 州大 陸 のUnidataと は

全 く違 った 政 策 で もあ り,業 界再 編 成 の動 きに 微 妙 な ・f

ン パ ク トを与 え よ う。まtUnidataと の 比較 で興 味 深 い

の は,同 社 の 新 シ リー ズ7.700は 小 型 機7.720を トップ に

次 い で 中型7.750ま で 順 次 登場 させ たの に対 し,ICLは

Unidataが ま だ発 表 し てい な い 大 型 機 か ら準 備 した こ と

で あ る。Unidataの 大 型 機 種 は,CIIのIRIS80が

ベ ー スに な る とい わ れ るが,Siemensに ょ るTelefunken

ComputerAGの 買収 でTR4004(orTR4005)に な

る可 能性 も取 沙 汰 され てい る。 このへ ん の事 情 は 欧 州 大

陸 市 場 で の 受注 合 戦 に影 響 を与 え る こ とに な ろ う。

2900シ リ・一ーーズの 発 表 につ い て は,世 界 的 に 経 済 不 安 定

な 時 で もあ り,多 分 に 疑 問視 す るむ き もあ る。 しか しI

CLス ポ ー クス マ ン は,発 表 時 にお い て 既 に 世 界 市 場 で

2100万 ポ ン ドの受 注 が あ る と述 べ て い る。ICLは2900

シ リー ズ の 他 の モ デ ル 開発 に全 力 を傾 注 し てい るが,こ

れ が い つ 発 表 され るか ま た ク ロス構 想 実 現 に どれ だ け貢

献 す るか 注 目 され よ う。

(鈴木茂樹 ・調査 課)

参 考 資 料

ComputerWeekly74-10-24,11-14

ElectronicsWeekly74-10-30

EDPEuropaReport74-10-24

BusinessWeek74-10-19

ComputerAge74-10-31

}
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プ ロジェ ク ト・リー ダー雑 感

亀

匂

私 が 当 財 団 に入 熾 して4年 と8ヵ 月 を 経過 して い る。

入 職 当 時 は,第3世 代 と呼 ば れ る コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ

ムが華 や か な りし頃 で あ った。 入 職 一 年 目は 人 事 資 料 作

成 サ ブ シ ス テ ム,二 年 目は 給 与 計 算 シ ス テ ム,三 年 目は

生 産 管 理 シ ス テ ムの 開 発 に 携 わ った 。

入 職 四年 目に,上 司 か ら統 計 デー タ ・出 力 サ ブ シ ス テ

ムお よ び統 計 デ ー タ ・マ ネ ー ジ メン ト ・シ ス テ ム の 開発

の プ ロジ ェ ク ト ・ リー ダ ー を 仰 せ つ か った。 過 去3年

間,い ろ い ろ な シ ス テ ム開 発 に携 わ って は い たが,単 な

るプ ロジ ェ ク トの メンバ ーで あ っ た私 が,プ ロ ジ ェ ク ト

・メ ンバ ー を指 導 して い くの には
,清 水 の 舞 台 か ら飛 び

下 りる位 の覚 悟 が必 要 で あ っ た。 それ とい うの も,技 術

経 験 お よ び人 生 経 験 の浅 い私 が,プ ロジ ェク ト・メ ンバ

ー に対 し て 技術 指 導 を行 な う と と もに
,プ ロ ジ ェ ク ト・

メ ンバ ー 間 の人 の和 を保 つ こ とは荷 が 重 そ うで 「私 に で

きるか な?」 の 感 が あ っ た。

上 司 に君 な らで きる とお だ て られ,と に か く大 役 を引

き受 け る こ とに し た。 統 計 デ ー タ ・出 力 サ ブ シス テ ム

は,統 計 デ ー タ の利 用 者 が 可 視 的,直 観 的 に 認 識 で き る

よ うな ア ナ ログ情 報 を コ ン ピュー タか ら出 力 す る こ とが

目的 の シ ス テ ム で あ った 。 この シス テ ムの 開 発 は,シ ス

テ ム設 計 お よ び プ ロ グ ラ ム作 成 で あ った。 統 計 デ ー タ ・

マ ネ ー ジ メ ン ト ・シ ス テ ムは,統 計 デ ー タを容 易 に検 索

し た り,必 要 に応 じ て加 工 が で き る よ うな シ ス テ ムの 開

発 で あ った。 この シ ス テ ムの 開 発 は,シ ス テ ム設 計 で あ

った。2つ の シ ス テ ムの 開 発 期 間 は,共 に一 年 間 で あ っ

た。 開 発 当初 は 調 査 が主 体 で,面 接 調 査 お よ び文 献 調 査

を行 な う とと もに,プ ロ ジ ェ ク ト ・メンバ ー全 員 で 統 計

情 報 に関 す る勉 強 を 行 な った。 調 査iが進 む につ れ,統 計

情 報 の 何 た るか が わ か りか け て きた。 調 査 が 終 了 す る

と,次 に シス テ ムの範 囲 を決 めな けれ ば な らな か った。

シス テ ムの範 囲 は,未 来 志 向 型 の シ ス テ ム,す な わ ち ニ

ー ズ ・オ リエ ン テ ィ ッ ドな シ ス テ ムで あ る と同 時 に
,現

在 は ニ ー ズが それ 程 な い が 開 発 した 後 に,人 間 が 利 用 す

る気 が 起 きる よ うな シ ス テ ムで あ る とい う,2つ の観 点

に立 って 決 定 しな けれ ば な らな い。 それ とと もに,プ ロ

ジ ェク ト・メ ンバ ー の 員数,経 験,能 力,開 発期 間等 を

総 合 して決 め て い かね ばな らな い 。 この 辺 に,開 発 リー

ダ ー の苦 労 が あ った。 シス テ ム設 計 が終 了 す る と,プ ロ

グ ラ ム作 成 に着 手 す る。 プ ログ ラ ム作 成 者 は,通 称 プ ロ

グ ラマ ー と呼 ばれ,花 形 的 職業 の よ うに世 間 では 思 わ れ

てい るが,現 実 は厳 し く,何 が 何 で もシ ス テ ム設 計通 り

に プ ログ ラ ム を作 成 しな けれ ば な らない の で あ る。 とに

か く,こ うして一 年 間 を終 え て,シ ス テ ム開 発 を曲 が り

な りに も完成 させ た。 プ ロジ ェ ク ト ・リー ダ ー とし て一

年 を 振 り返 る と忙 しい年 で は あ った が,楽 しい こ と も多

か った。 残 業 を終 え て疲 れ た後 の ビー ル の 旨 さは,格 別

の もの が あ り,明 日へ の糧 で もあ った 。 ま た,プ ロジ ェ

ク ト ・メ ンバ ー と リー ダ ー と思 想 の くい違 いが 生 じた と

き,と もす る とプ ロジ ェ ク ト ・リー ダー も人 の子 で妥 協

す る気持 が起 きて くる。 こ うい う時 は心 を鬼 に して,時

に は 妥 協 しな い こ とが 後 々に 良 い 結 果 を持 た らす こと も

わ か った。

べ 加藤泰宏 ・システム課)
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昭 和49年 度 上期(4月 ～9月)事 業 活動

状 況 につ いて

当財団は,情 報処理および情報処理産業の振興を目的

として,昭 和42年12月20日 に発足以来満7年 を迎え,部

内体制 も逐次充実の方向にあるが,本 年度実施事業につ

いては,今 期においても,去 る3月15日 定例理事会にお

いて承認された昭和49年度事業計画に基づ き,概 ね,予

定通 り進行している。以下に中間報告 として,そ の活動

状況を報告する。(な お事業計画の概要は,JIPDECジ

ャーナル第19号 参照)

委員会の設置

当財団は,公 益機関としての立場か ら各種の調査研究

を遂行するにあた り,広 く各界の学識経験者のご協力を

仰 ぐことを重視し,従 来から各種の委員会 ・研究会を設

置している。今期についても,第1表 の とお り,既 に委

員会,研 究会が設置され,各 専門分野の権威者の方々に

委員 または 研究員 として各プロジェク トへの御協力を

得,現 在までに総計102回 の開催回数に達し,活 発な活

動が行なわれている。

第1表 昭和49年度委員会設置状況

中小企業 向け標準生産管
理 シス テム開発委員会

中小企業 向け標準生産管
理 システム開発小委 員会

診 断システム(工 場 団地
診 断)開 発委員会

診断 システム(工 場団地
診断)開 発小委員会

コ ン ピ ュー タ トップ セ ミ

ナー 実 行 委 員 会

コ ン ピ ュー タ トップ セ ミ

ナ ー テ キ ス ト委 員 会

初級情報処理技術者教育
調査研究委員会

中小 企業指 導担 当者研修
課程(情 報 指導)カ リキ
ュラム作成 委員会

漢字符号標準化調査研究
委員会

立 原 武 雄(ミ ナ トフ ァ
ニ チ ャー)

大沼加茂也(埼 玉工芸
試験所)

並木高　 (玉川学園大
学)

荒井祐蔵(中 小企業事
業団)

浦島敏弘(当 財団)

江 村 潤 朗(日 本 ア イ ・
ピ ー ・エ ム)

鵜沢昌和(青 山学院大
学)

森 口繁 一(東 京大学)

10名

9名

9名

6名

8名

7名

6名

7名

29名

事業の実施状況

昭和49年度事業は,第2表 に示すように総計40件 とな

ってお り,ほ かに3台 の大型コンeO=一 夕を設置し,ソ

フ トウェアの研究開発および教育実習に使用している。

まず,昭 和48年 度に実施 された各種事業の うち,主 要

第2表 昭和49年度事業内容

●

委員会名(順 不同)

'

委員長名(敬 称略)1委 員数

総合貿易情報システム調
査委員会 議 チ美(昧 商工会25名

馨§灘 誓システム調 水野朝(日 本電気)19名

繊維 産業 システム化調査
委員会 iSli障一(鯨 工業大12名

コン ピュー タシステ ム評

価委員会
北川敏男(九 州大学) 26名

コ ンピュー タシス テム評

価専門委 員会
21名

コ ンパ イ ン ドシ ミュレ ー

シ ョン研 究 会
中西俊男(成 績大学) 8名

中小企業向 け標準販売管 飯 島佑助(ル ーキー ・理
システム開発委員会 チ ェー ン) 7名

中小企業 向け標準販売管 浅 山茂汎(B本 セルフ
理 システム開発小委則 〉 サー ビスチ ェー ン)

7名

項 目1件 数

調 査112

研 究 開 ⇒14

教 育1・

騨 化調査11

普 及・広 ⇒8

計1・ ・

第3表 成果発表会参加者数

開催朋1鋤 会員 仁 般 計

6月20日 1・・人156人 156人

6月21日 106人 62人 168人

計 206人 118人 324人

■

,
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な ものについて,6月20,21日 に 「情報処理に関する調

査研究成果発表会」を開催,広 く関係官公庁 ・情報処理

産業,コ ンピュータ利用企業等を対象に説明会を行な っ

た。

情報処理に関する各種セミナー等の開催状況は第4表

の とお りである。また,当 財団においては,海 外の情報

処理事情の調査および国際会議への参加のため,例 年欧

米に調査団や調査員を派遣しているが,本 年度における

現在までの状況は,第5表 のとお りである。

第4表 セ ミナー講演会の実施状況

行 事 名 実施期 日(場所)出 席者数

米国におけ るコンピュー タネッ
トワー クの技術動向特別講演会

電子計算機 プログ ラ ミング研修
会

中小企業指導担当者研修課程情報
処理指導基礎コース

ソフ トウェア技術 に関す る現状
と今後の課題 パ ネル討論会

情報処理費用対効果の考え方
パネル討論会

コ ン ピ ュー タ トップ セ ミナ ー

中小企業指導担当者研修課程情
報処理指導応用コース

ソフ トウ ェア(当 財 団開発)説

明会

6月4日
(東京)

8月12～21日

(東 京)

8月20日 ～

9月18日

(東 京)

8月28日
(東京)

8月30日
(札幌)

9月25～27日

(東 京)

10月15日 ～
11月12日

(東 京)

10月25日

(大 阪)

172名

30名 ※

11名 ※

152名

49名 ※

19名 ※

11名 ※

35名

※ この行事については,参 加者対象 を限定 した。

第5表 調査団等の海外派遣状況

期 ∋ 訪 問 国

毎年10月 第1週 に政府の主唱により催 される情報化週

間は,今 年 も東京を始め24都 市で各種の行事が実施され

た。当財団 も,こ れに協力して,情 報化週間の総合広報

を担当したほか,東 京渋谷の東急百貨店において9月27

口～10月2日 に生活 と情報化展を,ま た,札 幌,富 山,

岡山,高 松,福 岡の5都 市で,地 元団体と協力して生活

と情報化に関する講演と映画の会を,そ れぞれ開催し,

一般国民の情報化に対する理解 と認識 の 高揚 につとめ

た。

このほか官公庁等公共機関から,と くに研究開発を委

託 されたテーマ(特 別テーマ)(第6表)に ついても,

概ね本年度末を目標に,そ の完成を期している。

調査団名または会議名

目 ・加貿 易情報 システム化会

議およびナシ ョナル コン ピュ
ータ会議

5月8日
～5月19日

カ ナ ダ,北 ア

メ リカ

離 塁謙 卵襟6是 鵠17日琴緊 晃

昭和49年 度 海外情報処理実 態6月22日 北 アメ リカ
調査 団(米 国班)～7月13日

購 欝 竃朧 騨 口1鵠13日謡ス娼

第6表 特 別 テ ー マ

昭和49年 度海外情 報処理 実態10月26日 英 国,仏 国,

調査団(欧 州班)～11月17日 スイス,西 独

ζ;灘 莉蘇 耀 一タ11月5三25日 北… カ

情報 ネ ッ トワーク標準 システ ムの調査研究

大学 および国公立研究機関,自 治体,電 力 会社,ガ ス会

社,百 貨店等のケ ースス タデ ィ

電子計算機 センターに関す る調査

総 合貿 易情報 パ・fロッ トシス テムの調査研 究

中央 省 庁 に お け る共 通 ソ フ トウ ェ アの 研 究 開 発

人 事 オ ン ラ イ ン シス テ ム,統 計 デー タ マ ネー ジメ ン ト ・

シ ス テ ム,文 字 情 報 処 理 シス テ ム

中小企業 向け標準 シス テムの調査研究

木工家具業の生産管理 シス テム,ボ ランタ リーチェーン

用販売管理 システム

工場 団地経営診断 シス テムの調査研究

中小企業の経営指標,原 価指標作成プ ログ ラムの研究開発

商標の称 呼審査 に関す る検索 システ ムの研究 開発

共済業務の機械化システム研究開発

沖縄国際海洋博覧会情報システムの研究開発

施 設 関係 で は,当 財 団 設 置 コ ン ピュー タ3台 の うち,

FACOM230モ デ ル60を 新 機 種FACOM230モ デ ル75に

置 換 す るた め の 作業 が,7月21日 か ら 着 手 され たが,

同機 は,9月1日 か ら実 稼 動 に 入 った 。 このFACOM

230モ デ ル75は,当 財 団 が 昨 年 度 よ り4カ 年 計 画 で進 め

て い るJIPNETプ ロジ ェ ク ト,す な わ ち コ ン ピ ュー タ ・

ネ ッ トワー クの 研 究 開 発 事 業 の な か で,ネ ッ トワー クの

管 理制 御 を担 当 す る主 力 コ ン ピ ュー タ とな る も の で あ

る。
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〔役員異動〕

11月12日 付中島征帆会長退任

(11月13日 付をもって日本電子計算機株式会社取締役

社長に就任)

〔人事異動〕

10月1日 付

新任 開発本部システム課長代理

同上 同 開発課長代理

同上 同 同

同上 同 同

飯田 次男

伊藤 哲史

小川 義久

鍛治 勝三

℃

JIPDECREPORT(英 文)の 発 行

当財団では,情 報処理に関する海外 との情報交換および,わ が国の情報処理の

実情を海外に紹介するためJIPDECREPORT(英 文)を 次により発行した。

第21号(49年6月 発行)

-
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ウ
一

3

4

5
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7
4

汎用コンピュータ実動状況(48年9月 末現在)

政府による情報処理振興施策

データ通信システムの現況

社会システムの開発

49年 度コンピュータ利用に関する技術研究会

事業計画

48年 度情報処理技術者認定試験の結果

資料(国 産6社 の3月 期決算,ソ フ トウェア

産業振興助成金交付先,日 電東芝情報システ

ムの設立,フ ァコムハイタックの設立)

第22号(49年10月 発行)

1

2

3

4

5

6

7

政府機関におけるコンピュータ利用状況

灘 鞍 壷 漂 状況i
医療情報システム開発の構想一その1一

欝欝 乏 蒜 ㌶情報化 ●
汎用コンピュータ実動状況(49年3月 末現在)

,

1

一40一

塁
〉
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報 告 書 一 覧 表

当財 団 が,昭 和18年 度 事 業 とし て,実 施 い た し ま し た各 事 業の 成 果報 告 けが 完 成 しま し

た の で,ご 入用 の ノ∫に は 実 費頒 布 い た し ますの で ご利 用 ドさい、、な お,入 手 ご 希望 の ノ∫は

,当 財 団庶 務 課(内 線470)ま で,ご 連 絡 ドさい。

海 外 の 情 報 産 業

ソ フ トウ ェ ア に関 す る調 査研 究

欧 米 にお け る情 報 処 理 の 実 態

イ ン フ ォメ ー シ ョン ・ユ ー テ ィ リテfに 関 す る報 告 書

1.北 海 道 に お け る民 間 企 業の情 報 需 要調 査

ll.イ ン フ ォ メー シ ョン ・ユ ー テiリ テ ィの市 場 性

経 営 情 報 調 査報]…部:(w)

医 療 機 器 シ ス テ ム開 発 の基 本 構 想

山間 型 僻 地 に お け る医療 機 器 シ ス テ ム

平 野 型 ・離 島 型僻 地 に お け る医療 機 器 シ ス テ ノ、

北 海 道 遠 紋 地 域 に お け る医療 機 器 シ ス テ ノ、

岐 阜 県 飛 騨 高 山地 域 に お け る医療 機 器 シス テ ム

三 重 県 答 志 島 地 域 に お け る医療 機器 シ ス テ ム

和 歌 山県 にお け る医療 機 器 シス テ ノ、

沖 縄 県 に お け る医療 機 器 シス テ ム

医 療 機 器 シス テ ムの評 価 お よび プ ロジ ェ ク ト管理

全 国医 用 機 器 使 用 開 発 状況 等 に 関 す る調 査研 究 報告 書

繊 維 産 業 の シ ス テ ム化 ・情 報 化 に関 す る調 査報 告 書

総 合 貿 易 情 報 シス テ ム調 査報告 書

コ ン ピ ュ ー タ ネ ッ トワー ク シス テ ムの 研 究開 発

コ ンパ イ ン ドシ ミュ レー タの 開 発

コ ン パ イ ラ ・ジ ェ ネ レー タの 開 発 とそ の 評価

文 書 情 報 処 理 に関 す る調 査研 究

情 報 処 理 シス テ ムの ネ ッ トソー ク構 成 に 関 す る調 査研 究

初 級 情 報 処 理 技 術 者教 育 調 査研 究 報 告 書

中級 情 報 処 理 技 術 者 育 成指 針 報 告 書

分 類 番 号

48-ROO1

48-ROO2

48-.ROO3

48-ROO4

48-ROO5

48-ROO6

48-ROO7

48-ROO8

48--ROO9

48-RO10

48-RO11

48…RO12

48-一－RO13

48-RO14

48--RO15

48-RO16

48-RO17

48-RO18

48-SOO1

48-SOO2

48--SOO3

48-SOO4

48・-SOO5

48-EOO1

48-EOO2

当 財 団 の 活 動 等 に つ い て の 問 合 先

イ1砺 格(賛 助 会 員)

在 庫 な し

2,700(2,200)

2,500(1,900)

1,700

1,800

1,700

2,000

2,500

2,200

870

1,900

1,200

1,800

2,000

在庫なし

〃

1,900

3,200

2,900

1,900

1,200

2,400

1,100

2,300

6,000

(1,200)

(1,500)

(1,300)

(1,500)

(1,900)

(1,700)

(660)

(1,400)

(900)

(1,400)

(1,500)

(1,300)

(2,600)

(2,200)

(1,400)

(900)

(1,700)

(800)

(1,800)

(5,400)

当財 団の活 動 につ い て詳 し くお知 りに な りた い場合 は,下 記 あ て ご連絡 くだ さい。

電話 東 京(03)434-8211(大 代 表)

当財団庶務的事項全般 については

ll当財団の事業 内容 については

各種調査 については

システムの調査研究については

システム及びプログラムの研究開発については・

情 報処理に関す るコンサルティングについては

ソフ トウェアの利用については

情報処理教育については

情報処理に関する各種標準化については

情報処理 シンポジウムの内容については

報告書等各種出版物 の入手 については

総務部庶務課(内 線470)

総務部企 画課(内 線477)

総務部調査課(内 線286)

技術部研究課(内 線478)
・…・開発本部 システム課又は開発課(内 線215)

開発本部管理課(内 線529)

開発本部サービス課(内 線306)

技術部教育課(内 線475)

技術部技術課(内 線536)

総務部調査課(内 線539)

総務部庶務課(内 線470)



UIP旺 £

繋 日本情報処理開発センター
東京都港区芝公 園3丁 目5番8号 機械振興会館 内(〒105)

電 話 東京(03)434-8211(大 代表)


